



































根付き鋼管の羽根間隔を標準仕様である 2 m から 3 m に広げ，羽根枚数を減らすことで，鋼材の削減
を図る．より適した杭体の仕様の提案に関する検証は，まず原位置の実大載荷試験に対する 3 次元弾
塑性有限要素法を実施し，解析手法の適用性を検証する．そして，適用性が確認できた解析モデルを
用いて，羽根間隔を 2 m から 3 m に広げることが，支持力性能や周辺地盤への荷重伝達に与える影響
を検証する．検証の結果，羽根間隔を広げることで，改良体内部の応力分布は異なるが，支持力性能
や周辺地盤へ与える影響は小さいことが明らかとなった．以上の検討より，例えば標準的な杭長の 6 m






Boussinesq の解を用いて算出し，沈下量は Cc 法用いて求める．鉛直応力増分を算出する際の荷重作用
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杭の許容鉛直支持力は通常，平成 13 年国土交通省告示第 1113 号第 5 で規定されるが，新たな杭工
法を開発した場合は，「建築基準法施工規則第 1 条の 3 第 1 項の認定に係る性能評価業務方法書」（以
下，業務方法書）に記述されている評価基準に則り，杭の載荷試験結果に基づいて，独自に支持力を
設定できる．この方法に基づいて性能評価を受けた後，国土交通大臣より認定を受けると，国交省告








表 1-1 先端地盤種別ごとに実施する載荷試験数 
 





最大施工深さの変更  径の追加  
条件 A：工法ごとに必要なデータ数  4 以上  1 以上  1 以上  







表 1-2 実施された載荷試験から得られるデータ数に応じた低減係数 4) 
 
データ数  4～5 6～8 9～11 12～15 16 以上  




設定を考慮して，先端地盤種別が砂質地盤または礫質地盤の場合には 10 例，粘性土の場合には 8 例実
施されている．したがって，低減係数 rd は，砂質地盤または礫質地盤の場合には rd=0.90，粘性土の場
合には rd=0.85 となる． 
 
表 1-3 ソイルセメント羽根付き鋼管杭の載荷試験データの数と低減係数 
 
 載荷試験から得られた  
データの数  低減係数  rd 
砂質土・礫質土  10 0.90 









1985 年（昭和 60 年）頃より研究・開発が進められ，HYSC 工法が 1991 年（平成 3 年），ガンテツパ












































 図 1-2 に本論文の構成を示す．本論文は序論を含めて 7 章となる． 
 









































































































する際の地盤定数の上限は，砂質土の場合，平均 N 値 sN
が 22.5，粘土質地盤の場合，一軸圧縮強さ qu の平均値が
200 kN/m2 である．また，（支持力計算に用いることがで
きる）杭先端平均 N 値の上限は，砂質および粘土質地盤
が 22.0，礫質地盤が 50.0 である．本杭の最小杭実長は 2 
m で，最大施工深さは杭先端地盤によって異なり，砂質









表 2-1 ソイルセメント羽根付き鋼管杭の標準仕様 1) 
 
鋼管径  D0(mm) 羽根径  
D(mm) 
改良径  
Dc(mm) 114.3 139.8 165.2 190.7 216.3 267.4 318.5 355.6 
250 500 ○  ○        
300 500 ○  ○  ○       
350 600 ○  ○  ○  ○      
400 600  ○  ○  ○  ○     
450 700   ○  ○  ○  ○    
500 700    ○  ○  ○  ○   
600 900     ○  ○  ○  ○  


















1)杭芯の位置合わせ 2)攪拌混合 3)羽根付き鋼管の建て込み 4)回転埋設 5)埋設完了 






ないという特徴をもっている．全国の 9 現場において施工された 38 本のソイルセメント羽根付き鋼管
杭（掘削深さ 4.1 m～25.4 m）について，発生残土量を調査した 16)．発生土量計測結果一覧を表 2-2
に示す．改良体の実体積に対する発生土量の割合を発生土率と定義すると，その各現場の平均値は 4.3
～18.6 %となり，平均で 11.1 %，分散は 40.8 となった．写真 2-1 に残土の発生状況を示す． 
図 2-3 に掘削長と発生土率の関係を示す．従来の場所打ち工法や中掘り杭工法においては，杭体体
積とほとんど等しい残土量が発生する 17)ことと比較すると，この工法はきわめて少ないといえる．発












































図 2-3 掘削長と発生土率の関係 16) 
 
  10
表 2-2 発生土量の計測結果一覧 16) 
 















1 600 12.9 200 100 0.80 21.9 
2 
A 地区  互層  




3 600 10.2 300 80 0.61 21.3 
4 600 10.2 300 80 0.64 22.3 
5 600 10.2 300 80 0.55 19.0 
6 
B 地区  粘性土  




7 700 25.4 250 100 1.09 11.1 
8 
C 地区  互層  




9 650 7.5 250 80 0.36 14.5 
10 650 7.5 250 80 0.29 11.7 
11 650 5.1 250 80 0.23 13.4 
12 650 5.1 250 80 0.20 12.0 
13 650 5.1 250 80 0.23 13.4 
14 650 4.1 250 80 0.15 11.3 
15 650 4.1 250 80 0.12 9.0 
16 
D 地区  互層  




17 600 6.9 250 80 0.19 9.8 
18 600 6.9 250 80 0.09 4.8 
19 600 6.9 250 80 0.08 3.9 
20 600 6.9 250 80 0.02 1.2 
21 600 6.9 250 80 0.04 2.1 
22 
Ｅ地区  砂質土  




23 650 21.6 250 80 1.07 14.9 
24 650 21.6 250 80 0.72 10.1 
25 
Ｆ地区  粘性土  




26 450 4.2 250 80 0.11 15.7 
27 450 4.2 250 80 0.09 13.3 
28 
Ｇ地区  砂質土  




29 600 9.4 250 80 0.29 11.1 
30 600 9.4 250 80 0.07 2.5 
31 600 9.4 250 80 0.06 2.1 
32 600 9.4 250 80 0.20 7.7 
33 600 9.4 250 80 0.37 13.8 
34 
Ｈ地区  互層  




35 700 6.2 250 80 0.12 4.9 
36 700 6.2 250 80 0.10 4.1 
37 700 6.2 250 80 0.21 9.0 
38 
Ｉ地区  砂質土  





1 本あたりの平均発生土量 V=0.33 m3 























表 2-3 ソイルセメント合成鋼管杭とソイルセメント羽根付き鋼管杭の比較 2),5),16),18),19) 
 



















（外面突起径 /鋼管径：1.004～1.010）  
鋼管径-羽根径  
φ114.3-250-φ355.6-700 





（改良径 /鋼管径：1.154～1.400）  
鋼管径-改良径  
φ114.3-500～φ355.6-1000 
（改良径 /鋼管径：2.531～5.250）  




発生残土  50 %以下  30 %以下  
杭打設施工機械  大型施工機  
（3 点式杭打ち機）  小型施工機  
必要施工面積  400 m2 以上  80 m2 以上  
 
  12
倍 18)に対し，ソイルセメント羽根付き鋼管杭は 2.6～4.4 倍であり，本杭は改良径に対して鋼管径が小
さいことが特徴的である．標準的に使用される仕様は，ソイルセメント合成鋼管杭が鋼管径φ800～
1200 mm，改良径φ1000～1400 mm に対し，ソイルセメント羽根付き鋼管杭は鋼管径φ267.4 mm，改
良径φ700～1000 mm である．また，ソイルセメント合成鋼管杭の施工における発生土量は，ソイル
セメント柱体積の 50 %以下 19)に対して，ソイルセメント羽根付き鋼管杭は 30 %以下 16)である．ソイ
ルセメント合成鋼管杭を打設する施工機は，3 点式の大型な施工機を使用するのに対して，ソイルセ
メント羽根付き鋼管杭は，12 t クラスの小型施工機を用いた施工を標準としている．ソイルセメント


























































































めることを目的とし，ソイルセメント被覆鋼管押し抜き試験が実施された 22)．図 2-5 に試験方法の概





た後，エアーにより試験体外面を加圧するものである．表 2-4 に試験体条件を示し，図 2-6 に外面突
起付き鋼管とソイルセメントとの付着強度τsp とソイルセメントの一軸圧縮強さ qu1 との比τsp／qu1 と拘

















被覆厚さ  被覆長さ  一軸圧縮強さ  
ソイルセメント  
の拘束条件  
No.1 3.57 N/mm2 拘束圧  
No.2 3.34 N/mm2 側圧 0.05 N/mm2 
No.3 2.99 N/mm2 側圧 0.20 N/mm2 
No.4 2.66 N/mm2 側圧 0.40 N/mm2 
No.5 
φ562×t9×L750 150 mm 450 mm 



































せん状羽根を先端に 1 枚有する回転貫入杭の鉛直支持力特性に関する既往の研究を整理する． 
 妹尾ら 15)は，鋼管に取り付けたらせん状羽根の径が施工能率および摩擦抵抗力に及ぼす影響を把握
することを目的として，軟弱な粘性土地盤で，羽根径を変化させて施工した鋼管の原位置鉛直載荷試










を同じくするストレート杭の 2 種類である．図 2-8 に杭頭荷重 P0～沈下曲線および軸部先端荷重 Rp








































表 2-5 試験杭の種類 15) 
 
鋼管径
(mm) No. B H B/鋼管径  
1 羽根無し  1.00 
2 120 40 1.05 
3 210 70 1.84 
114.3 
4 300 100 2.62 
 図 2-7 支持力比および総貫入抵抗比
15) 
 (a) 杭頭荷重比 (b) 先端荷重比



























































- - - 
無回転
圧入 






験を実施した．表 2-7 に試験杭の緒元を示す．杭形状の種類は，外径 165.2 mm，肉厚 5.0 mm の先端
部に外径 350 mm のらせん状羽根を一枚のみ取り付けたものと，同一のらせん状羽根を軸部に 2 m ピ
ッチで多数取り付けたものの 2 種類である．先端翼のみの杭と中間翼を有する杭，根入れ長さが 10.5 








式 2-1 で計算される距離だけ翼付け根から離した位置で測定するべきであるということを示した． 
trz ⋅≈ 65.3  2-1
ここに，  z: 翼付け根からの距離(mm) 
 r: 軸部半径(mm) 
 t: 軸部肉厚(mm) 
   
表 2-7 試験杭の緒元 23) 
 
No. 鋼管径  (mm) 
翼 径  
(mm) 中間翼  
根入れ長さ  
(m) 
1 無  10.5 
2 無  15.5 










































図 2-9 荷重と沈下量の関係 23)  




持力特性に及ぼす影響について検討している．図 2-11 に実験装置の概要を，図 2-12 に模型杭の概要
図を示す．節付き杭（試験体名では，Nodular pile を略して ND と称する）の軸部径は 60.5 mm，節部








2-14 に節部の詳細図を示す．節付き杭は，軸部が外径 40 mm，肉厚 3 mm，長さ 800 mm のアルミニ
ウム製のパイプで外径 60 mm のアルミニウム製節リングを図 2-14 のように取り付けてある．図 2-16
に周面抵抗 Rfと h/a の関係を示す．図中には図 2-15 に示す 2 種類の節部の抵抗機構 27)を考慮した計
算を行い，実験との比較を行っている．図 2-16 の x 軸は節の突出幅 a に対する節の内法間隔 h の比
h/a である．ストレート杭を含む 14 通りの試験杭を用いた実験の結果，つぎの結論を導いている．節
部底面のテーパー角度の違いによる支持力の差は，節数が同じ場合は比較的小さく，顕著な差が認め
られなかったことを示している．また，節数が周面支持力機構に及ぼす影響は，①節数 3 個の節間隔























































































図 2-14 試験杭の節部詳細図 26) 
 
図 2-15 支持力機構概念図 27) 
 





















































zzizi σσσ Δ+′=′ 12  2-3
ここに，  Cc: 圧縮指数 
 ΔHi: 分割した地層i層の層厚(m) 
 e0i: i層の初期間隙比 
 Pc: 圧密降伏応力(kN/m2) 
 σ’1zi: 建物建設前の地中応力(kN/m2) 
 σ’2zi: 建物建設後の地中応力(kN/m2) 
 Δσz: 地中の任意点における鉛直応力増分(kN/m2) 
   




荷重」28)，「等分布荷重」28)および等価荷重面法 30)を適用した「30 度分散」による 3 つの方法が挙げ
られる．図 2-17 に各算定手法の概要説明図を示す． 
 
a) 集中荷重：各杭に働く荷重が仮想作用面の深さで集中荷重として作用するものと仮定し，








z πσ =Δ  2-4
ここに， P: 地表面に作用する鉛直集中荷重(kN) 
 z: 地表面より任意点までの深さ(m) 
 R: 荷重の作用面より任意点までの距離(m) 

































z πσ  2-5
   

























(c) 30 度分散  
 









擦力で支持する杭では図 2-18 のように主たる支持層への根入れ長さ L’の 3 分の 2 の深さに等価荷重
面を設定することを提案している． 
坂東・小椋 32)は，この 3 つの算定方法によって得られる沈下量の違いを検討している．検討は，鉄











































図 2-18 等価荷重面法 31) 
 












表 2-8 構造別の総沈下量の限界値の例 34) 
                                     （単位：cm）  
支持地盤  構造種別  コンクリート  
ブロック造  鉄筋コンクリート造・壁式鉄筋コンクリート造  



















4.0 －  





3.5 －  －  
洪積粘性土  標準値  
最大値  －  
1.5～2.5 
2.0～4.0 －  －  
構造種別  基礎形式  標準値  最大値  
圧密層  


































ここに， Lp: 杭先端位置から荷重作用点までの距離(m) 
 L: 杭長(m) 
 Pp: 先端支持力(kN) 
 P: 載荷荷重 
   
 
荷重作用点の位置の決定方法について，実施例 2)をもとに説明する．図 2-21 に実施された現場の
土質柱状図を示す．上部構造は RC 構造 3 階建ての集合住宅である．ソイルセメント羽根付き鋼管杭
の仕様は，杭本体径 D0=190.7 mm，羽根径 D=500 mm，改良径 Dc=700 mm，杭長 8 m である． 
ソイルセメント羽根付き鋼管杭の長期許容鉛直支持力 Ra は式 2-7 で与えられる 2)．式 2-7 より得
られた長期許容鉛直支持力 Ra は 370 kN である．この鉛直支持力のうち，周面摩擦力が 338.2 kN，先






















図 2-21 土質柱状図とソイルセメント羽根付き鋼管杭の姿図 2) 
  
( ){ }φγβα cusspa 31 LqLNANR ++=  2-7
ここに， aR : 長期許容鉛直支持力 
 α : 杭先端支持力係数 ( 250=α ) 
 
β : 砂質地盤における杭周面摩擦力係数 
( 5010 ss += NNβ を満たす β ) 
 γ : 粘土質地盤における杭周面摩擦力係数 
( 108.0 uu += qqγ を満たす γ ) 
 
N : 基礎杭の先端より下方に 1D(D:羽根径)，上方に 1D 間の地盤の標準
貫入試験による打撃回数の平均値ただし，杭先端地盤が砂質地盤の
場合: 22≤N ，粘土質地盤の場合: 22≤N ，礫質地盤の場合: 50≤N  




ただし， 5.22s ≤N  
 
uq : 基礎杭の周囲の地盤のうち，粘土質地盤の一軸圧縮強さの平均値 
(kN/m2) 






 φ : 基礎杭の周囲の有効長さ (m) D⋅= πφ  
 
 D : 羽根径 
 
  25
表 2-9 に載荷荷重 P を長期許容鉛直支持力である Ra=370 kN と仮定した際の杭先端位置から荷重作
用点までの距離 Lp を示す．杭の先端荷重 Pp と載荷荷重 P との割合 Pp/P は 0.09 となり，杭先端位置か
ら荷重作用点までの距離 Lp は，式 2-6 より Lp=2.43 m となる． 
 























   (1) 支持力性能の明確化および設計法の確立を目指した支持力評価． 
   (2) 羽根付き鋼管が有する羽根が杭体の複合効果に与える影響の検証． 
   (3) 杭体内部および杭体から周辺地盤への荷重伝達機構の検証． 
   (4) 杭体から圧密沈下層への長期的な地中応力の伝達機構の検証． 
   (5) 杭体の仕様の最適化および地中応力の算出方法に関する設計手法の提案． 
 本研究では，以上の課題を検証するため，第 3 章にて原位置の実大単杭載荷試験結果に対する評価，
第 4 章にて杭体の室内模型実験とその数値解析による検証，第 5 章にて杭体と周辺地盤の相互作用に













行う．以下，3.2 節，3.3 節では鉛直載荷試験の概要と結果について述べる．さらに 3.4 節，3.5 節で
は水平載荷試験の概要と結果について述べる．鉛直および水平載荷試験の結果では，特に改良体と羽
根付き鋼管の複合効果による影響，および改良径の違いによる影響に着目して検証する．つぎに 3.6








m 以浅の N 値が 1～4 の軟弱な洪積層とした．表 3-1 に土質試験結果を示す．GL-1.2～-3.85 m までの
























































V1 V2 V3 V4 V5 



















表 3-1 土質試験結果 
 
採取深度  







1.20～2.20 ローム  1.25 151.9 45.8 
2.40～3.30 粘土  1.72 47.2 93.1 




表 3-2 に試験体一覧を示す．試験体は V1～V5 の 5 種類とした．複合効果を確認するため V1～V3
の試験体を比較した．試験体は軸部に 3 枚のらせん状羽根を有するソイルセメント羽根付き鋼管杭で
ある V3 と，その比較対象として改良体のないもの V1，改良体だけのもの V2 の 3 試験体とした．V1
は回転貫入工法で施工し，V2 は機械式深層混合処理工法で改良径φ600 mm の改良体を築造した．V3
では V2 の要領で改良径φ600 mm の改良体を築造した後，直ちに羽根付き鋼管を回転埋設して築造し
た． 
改良径の違いによる影響を確認するため，V3～V5 の試験体を比較した．試験体は全て鋼管径φ190.7 
mm，羽根径φ400 mm のソイルセメント羽根付き鋼管杭として，改良径をφ600 mm，φ800 mm，φ
1000 mm と変えたものとした．鋼管径に対する羽根径の比は，およそ 2.1 である．改良径は，小型の
施工機で築造できることを前提として，決定した． 
図 3-2 にコアボーリングにより採取したコア供試体の一軸圧縮試験結果を示す．図中に，関東ロー
ム層と粘土層との境界である GL-2.4 m を境とした，各々の層の平均値も併せて示した． 
 
表 3-2 試験体の仕様 
 
先端深度(GL-m) 






Dc(mm) 鋼管  改良体  
V1 190.7 7 400 －  4.0 4.4 














































































































の外周にある地山とで 2 層地盤を形成するものとして評価する．すなわち，周面摩擦力 F は羽根の直
径を外径とする円筒面上に作用すると考え，先端支持力 Rp は先端部の羽根に作用するものとした． 
図 3-5 に各試験体の鉛直荷重と杭頭沈下量の関係を，表 3-3 に鉛直載荷試験結果を示す．第二限界
抵抗力は，先端沈下量が羽根径 D の 10 %(40 mm)に達した時点をもって算出した．結果から明らかな
ように，試験最大荷重は，改良体のない羽根付き鋼管のみの V1 が 116.7 kN，改良体を有する V3 が




















































図 3-4 鉛直荷重の分担概念 
 
図 3-5 鉛直荷重～杭頭沈下量関係 
 
 
表 3-3 鉛直載荷試験結果 
 
No. 第一限界抵抗力(kN) 第二限界抵抗力(kN) 試験最大荷重(kN) 
 杭頭  杭先端  杭頭  杭先端  杭頭  杭先端  
V1 45 15 94.2 40.3 116.7 43.2 
V2 －  －  －  －  381.5 －  
V3 400 95 459.6 115.2 473.7 117.7 
V4 400 60 497.1 99.6 561.9 116.1 







表 3-4 に第二限界抵抗力における周面摩擦力を示す．周面摩擦力度τは，GL-0.50～-3.70 m のゲージ
区間の最大摩擦力を羽根を直径とする円筒面の面積で除したものとした．周辺地盤の一軸圧縮強さ
qu=82 kN/m2 は，GL-1.20～-3.85 m までの地層毎の qu の平均値とした． 
図 3-6 に V１と V3 を比較した軸力の分布図を示す．軸力は，鋼管に貼付したひずみゲージの測定
値に鋼管の EA を乗じた値とした．羽根径で評価した周面摩擦力度τは，V1 が 14.6 kN/m2，V3 が 89.5 
kN/m2 であり，V3 は V1 に比べて約 6 倍の性能を発揮した．また，改良体表面に摩擦力が作用したと
考えて求めた周面摩擦力度τ’を同表中に示した． 
表 3-5 に試験最大荷重時の先端支持力を示す．羽根径で評価した先端支持力度 qp は，杭先端支持力
P0 を羽根の閉断面積で除して求めた．先端支持力係数αを算出する際には，杭先端平均 N 値を羽根付
き鋼管先端から下方に 1D，上方に 1D(D:羽根径)の間の平均値(=1.0)とした．先端支持力度 qp は，V3
が 936.6 kN/m2 で，V1 の 343.7 kN/m2 に比べて約 2.7 倍の性能を発揮した．以上のように，V3 は V1
に比べて先端支持力と周面摩擦力双方において大きな改良効果が認められた．もう一つの比較対象と
した V2 は，途中までは V3 と同様の挙動を示したが，最終的には，載荷荷重 381.5 kN，沈下量 11.1 mm
に達したときに，載荷荷重が改良体の一軸圧縮強さを上回る荷重となり，頭部が圧縮破壊して終局に
至った．荷重レベルとしては，最大荷重が V3 の約 80 %であった． 
 
表 3-4 周面摩擦力 
 
周面摩擦力度(kN/m2) 
No. 周辺地盤  





F(kN) 羽根径τ 改良径τ’ 
τ’/c 
（%） 
V1 53.9 13.4 －  －  
V2 －  －  －  －  
V3 344.4 85.6 57.1 139 
V4 397.5 98.9 49.4 121 
V5 
2.3 82(c=41)





























表 3-5 先端支持力の試験最大荷重 
 
先端支持力度(kN/m2) 先端支持力係数 
No. 先端地盤  












V1 43.2 343.7 －  343 －  
V2 －  －  －  －  －  
V3 117.7 936.6 416.2 936 416.0 
V4 116.1 923.8 230.9 923 230.0 
V5 
1.0 
238.8 1900.3 304.0 1900 304.0  
 
図 3-7 に鉛直方向の荷重伝達機構の概要図を示す．図 3-7 (a)が羽根付き鋼管のみの，(b)がソイル






























は地盤の一軸圧縮強さ qu=82 kN/m2 の 1/2 として求めた非排水せん断強さ cu=41 kN/m2 の値も併せて示








表 3-5 に先端支持力度の最大値を示す．V3～V5 の先端支持力度 qp は， V4 は V3 と同等の値とな
り，V5 は V3 に比べておよそ 2.0 倍の性能を発揮した．V5 の結果より改良径を大きくするほど先端支

















































験結果を示す．杭頭付近の N 値は 0～4 程度と小さく，地表面から約 1m 下方で実施した孔内水平載荷
試験で得られた弾性係数は平均で E0=1.92 N/mm2 であった． 
図 3-10 に浦安地区の土質柱状図および試験体の関係図を示す．試験場所は千葉県浦安市の東京湾
岸埋立地で，地盤は GL-7m 付近まで N 値 0～6 の浚渫の埋土よりなる．表 3-11 に土質試験結果を示
す．杭頭付近の N 値は 6 であり，GL-1.5 m で実施した孔内水平載荷試験による地盤の弾性係数は

































































































































































図 3-9 土質柱状図と試験体の関係（猿島地区） 
 
表 3-10 土質試験結果（猿島地区） 
 
採取深度  







0.5～2.0 ローム  1.43 72.6 85.6 
2.0～2.8 粘土  1.36 107.8 108.3 












































































































図 3-10 土質柱状図と試験体の関係（浦安地区） 
 
表 3-11 土質試験結果（浦安地区） 
 
採取深度  







2.00～2.67 シルト  
（埋土）  
1.71 49.0 55.7 
2.67～3.35 粘土質シルト  
（埋土）  

























平面歪の仮定に基づく解法により求められる弾性係数 E は式 3-1 で表すことができる． 
 
( ) KE ××+= γν1  3-1
ここに，  ν ：ポアソン比 
 γ ：K値算出区間の中間半径(m) 
 K: ：K値(kN/m2) 
   
 





ここに，  ΔP ：応力の増分(kN/m2) 
 ΔR ：K値算出区間の中間半径(kN/m2) 



















変位 R  
 
図 3-11 孔内水平載荷試験の装置構成 
 
 






表 3-12 に猿島地区で実施した H1～H3 の試験体一覧を示す．試験体はストレート鋼管杭である H1，
軸部に羽根を持たないソイルセメント合成鋼管杭である H2，軸部に 5 枚のらせん状羽根を有するソイ
ルセメント羽根付き鋼管杭である H3 の 3 試験体とした．H1 は打ち込み工法で施工し，H2, H3 は機械
式深層混合処理工法で改良径φ700 mm の改良体を築造した後，直ちに鋼管杭を回転埋設して築造し
た．なお，H3 の鋼管径に対する羽根径の比は，およそ 2.1 である． 
 表 3-13 に試験体と同時に築造した改良体から採取したボーリングコアの一軸圧縮試験結果を示す．
地層毎の平均一軸圧縮強さは qu=1,500～3,650 kN/m2 であり，弾性係数は E50=405～1,067 N/mm2 であっ
た．改良体から採取したボーリングコア供試体のローム層における一軸圧縮強さは平均で qu=1,840 
kN/m2，弾性係数は E50=571.9 N/mm2 であった． 
 
 
表 3-12 試験体の仕様（猿島地区） 
 






Dc(mm) 鋼管  改良体  











表 3-13 ボーリングの一軸圧縮試験結果（猿島地区） 
 
深度  







0.00～1.55 ローム  1,840 571.9 1.50 
1.55～3.75 粘土  2,130 777.3 1.64 
3.75～5.65 細砂  2,640 814.6 1.73 
5.65～6.40 細砂  3,650 1067.6 1.76 
6.40～7.20 粘土  1,500 405.3 1.64  
 
 表 3-14 に浦安地区で実施した H4, H5 の試験体の一覧を示す．試験体は鋼管径をφ190.7 mm，羽根
径をφ400 mm とし，改良径をφ600 mm とφ800 mm に変化させた 2 本とした．鋼管径に対する羽根
径の比は，各試験体ともおよそ 2.1 である． 
 表 3-15 に試験体と同時に築造した改良体から採取したボーリングコアの一軸圧縮試験結果を示す．
地層毎の平均一軸圧縮強さは qu=1,470～3,140 kN/m2 であり，変形係数は E50=596～1,583 N/mm2 であっ
た．GL-0.00～-2.00 m の砂層における一軸圧縮強さは平均で qu=3,140 kN/m2，変形係数は E50=1,053 
N/mm2 であった． 
 
表 3-14 試験体の仕様（浦安地区） 
 
先端深度






Dc(mm) 鋼管  改良体  
H4 600 
H5 






表 3-15 ボーリングの一軸圧縮試験結果（浦安地区） 
 
深度  







0.0～2.0 細砂(埋土) 3,140 1,053 1.73 
2.0～4.2 シルト(埋土) 1,470 596 1.72 
4.2～7.0 細砂(埋土) 3,140 1,316 1.84 













 図 3-13 に各試験体の載荷サイクル図を示す．また，表 3-16 に試験結果の一覧を，図 3-14 に水平
荷重と地表面変位量の関係を，図 3-15 に水平荷重とひずみ計測から得られた地中部最大モーメント
曲線を，図 3-17 に鋼管が負担する実測曲げモーメントの深度分布を示す． 
 表 3-16，図 3-14 によると，改良体を有する H2, H3 は，試験体 H1 に比べて初期剛性が大きく，
同一変位における水平荷重が大きいことから，改良体による水平支持力性能の改善効果が確認できる．













































表 3-16 試験結果（猿島地区） 
 














H1 18.0 10.0 75.0 56.5 135.0 146.5 
H2 62.7 10.0 90.0 18.8 170.0 90.1 










































































































図 3-16 鋼管軸部の曲げモーメントの深度分布 
 
表 3-17 水平地盤反力係数の比較(y0 =10 mm 時)（猿島地区） 
 











H1 18.0 9.6 28.2 0.63 1.84 
H2 62.7 52.6 31.6 3.44 2.07 








みを考慮して求めた．各図によると，H3 の地中部最大曲げモーメント Mmax は，同一荷重における H1
の Mmaxに比べて 3～4 割程度以下に低減されており，改良体と羽根による曲げ補強効果が確認できる．
また，曲げモーメントは杭の上方に集中し，地中部の深い位置まで及んでいないことが分かる． 
 表 3-17 に地表面変位 y0 が 10 mm のときの実測値より水平地盤反力係数 kh を逆算した実測 kh と設
計 kh0 の比較結果を示す．値は，Chang による一様地盤中の弾性支承梁の理論式 3-1～3-5 から求めた．
計算に用いた定数としては，地盤の変形係数は孔内水平載荷試験で得られた E0=1.92 N/mm2，杭径 B





















( )[ ]xhxheHM x βββββ β sin1cos 00 ⋅++⋅⋅−= −  3-7
 
ここに， kh0: 基準水平地盤反力係数(kN/m3) 
 E0: 地盤の弾性係数(kN/m2) 
 B : 無次元化杭径 
（杭径を cm 単位で表した無次元数値） 
 kh: 水平地盤反力係数(kN/m3) 
 y : 杭頭の無次元化水平変位 
（水平変位量を cm 単位で表した無次元数値） 
 β : 杭の特性値(m-1) 
 B : 杭径(m) 
 E : 杭体の変形係数(kN/m2) 
 I : 杭体の断面 2 次モーメント(m4) 
 0y : 地表面変位(m) 
 h : 加力点高さ(m) 
 H : 水平荷重(kN) 
 M : 杭各部の曲げモーメント(kN･m) 
 x: 地盤方向の深度(m) 
 h0: HM (m) 
 
 実測 kh は，式 3-5, 3-6 から求めた変位量に関する逆算水平地盤反力係数 khy と，式 3-5, 3-7 から求
めた曲げモーメントに関する逆算水平地盤反力係数 khM の 2 通りについて算定した．実測 kh，設計 kh0
とも，改良体は鋼管の周辺にある地盤とみなし，水平力は鋼管のみで負担されるものとして評価した． 




 H2, H3 は改良体のない H1 に比べて大きな水平支持力性能を有するが，これは地盤改良による鋼管
杭周辺地盤の強度・剛性の増加に加え，鋼管に比べて径の大きい改良体によって水平力に対する地盤
の抵抗範囲が拡大するためと考えられる．抵抗範囲については，H1 杭における地表面のひび割れが鋼
管径 D0 のおよそ 4 倍，H2, H3 杭が 8～10 倍に達しており，H2, H3 杭は H1 杭に比べ広範囲に観察さ
れたことからも窺える．H3 の地表面のひび割れ状況を写真 3-1 に示す． 










写真 3-1 地表面のひび割れ(No.H3) 
 
写真 3-2 掘起し状況 
  
3.5.2 改良径の違いによる影響 
図 3-17 に各試験体の載荷サイクルを示す．また，表 3-18 に水平載荷試験結果一覧を，図 3-18 に
水平荷重と変位曲線の関係を示す．表 3-18，図 3-18 によると，改良径がφ800 mm の H5 は，φ600 mm
の H4 に比べて，同一変位における水平荷重が大きい．これは，改良径のより大きい H5 の方が水平力
に対する地盤の抵抗範囲が拡大することと，試験体の曲げ剛性が大きくなるためと考えられる． 
 図 3-19 に水平荷重 H=100 kN 時の載荷時における曲げモーメントの深度分布を示す．両試験体とも，
曲げモーメントは杭の上方に集中し，地中部の深い位置まで及んでいない． 
 表 3-19 に水平載荷試験で得られた実測 kh（khy, khM），設計 kh（kh0）及び kh 値の割増率（αy=khy/kh0，
αM=khM/kh0）を示す．変位量に関する割増率は H4 でαy=4.4，H5 でαy=6.9，曲げモーメントに関する割
増率は H4 でαM=25.4，H5 でαM=115.5 であり，改良効果によって実測 kh が大きい値を示しており，改
良径の違いによる寸法効果が確認された． 
水平載荷試験より得られた結果から，割増率αは，変位量に関する割増率αy が 4 以上，曲げモーメ
































図 3-17 荷重サイクル図（浦安地区） 
 
表 3-18 試験結果（浦安地区） 
 














H4 106 10 134 16 270 87 
H5 144 10 183 17 270 44  
 
表 3-19 水平地盤反力係数の比較(y0=10mm 時)（浦安地区） 
 











H4 106 148 864 4.4 25.4 
H5 144 235 3926 
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図 3-18 水平荷重～地表面変位関係 
 

















計算値である．杭径 B は鋼管径 D0=190.7 mm とし，曲げ剛性には鋼管のみを考慮した．また，2)およ
び 3)は，H4 および H5 の結果と比較するために行った計算値である．2)および 3)の曲げ剛性は，改良
体と鋼管杭の複合体の曲げ剛性と仮定した．つまり，改良体の弾性係数を Ec，断面 2 次モーメントを
Ic とし，合成断面が平面保持することとすると，合成曲げ剛性 EhyIhy は，EhyIhy = EpIp＋EcIc で与えられ
る．なお，計算値に用いた改良体の弾性係数 Ec は，杭頭付近（GL-0.00～-2.00 m）で得られた E50=1,053 
N/mm2 とした．杭径 B は改良径 Dc とし，H4 では Dc=600 mm，H5 では Dc=800 mm とした．各計算値
の地盤の弾性係数は孔内水平載荷試験で得られた E0=3.90 N/mm2 を用いた．また，2)と 3)の違いであ
る羽根付き鋼管の羽根の有無による補強効果への影響は，地盤反力係数 kh0 の違いで表現し，各計算
値の kh0 は式 3-8 から求めた．各ケースのαyw は，2)がαyw=1，3)がαyw=1.59 とした．3)のαyw は，猿島
地区で確認できた羽根の補強効果を参照した．つまり，表 3-17 より，H3 の変位量に関する割増率




−⋅⋅⋅= BEk α  3-8
ここに， αyw: 羽根の補強効果を考慮した変位量に関する割増率 
  
 























































図 3-21 に水平荷重 H=100 kN 時の鋼管が負担する実測曲げモーメントと実測値の改良体の効果を
確認するために示したストレート鋼管として評価した場合の計算値を示す．計算値は，まず式 3-4 よ






































全国の 13 現場で 20 例の鉛直載荷試験を実施した．表 3-20 に試験体の仕様および試験数の概要を
示す． 
 









165.2 350 600 1 
190.7 400 600 6 
216.3 450 700 2 
267.4 500 700 8 













ここに， τn: 土層の周面摩擦力度 
 1P : n 断面での軸力(kN) 
 2P : n+1 断面での軸力(kN) 
 L : n 断面から n+1 断面までの距離(m) 
 φ : 羽根の周長 
  
図 3-22 は，砂質土層の周面摩擦力度 sτ と周面平均 N 値 sN との関係を示したものである．図中に，
下限値を示す直線として式 3-10 を示した． 
 
ss 1050 N+=τ  3-10
ここに， : 砂質土層の周面摩擦力度(kN/m2) 
























































図 3-23 粘性土層の周面摩擦力～平均一軸圧縮強さ関係 
 
図 3-23 は，粘性土層の周面摩擦力度 cτ と一軸圧縮強さの平均値 uq との関係を示したものである．
図中に，下限値を示す直線として式 3-11 を示した． 
  
uc 8.010 q+=τ  3-11
ここに， cτ : 粘性土層の周面摩擦力度(kN/m2) 
 uq : 粘性土層の一軸圧縮試験強度の平均値(kN/m2) 





図 3-24 は，載荷試験の結果から得られた各地盤の先端支持力度 qp と杭先端平均 N 値 N の関係を示
したものである．杭先端の平均 N 値は，羽根付き鋼管先端より下方に 1D，上方に 1D(D:羽根径)の間
の値である． 
図 3-25 は，同じ結果を支持力係数αと杭先端平均 N 値 N の関係において整理したものである．載
荷試験の結果から，先端支持力度 qp は杭先端の平均 N 値 N との間に，式 3-12 の関係を見出すことが
できる． 
  
Nq 250p =  3-12
ここに， : 先端支持力度 (kN/m2) 



























































の Pf を 1000 分の 1，短期時の Pf を 20 分の 1 とし，長期時の規準β値をβ =3.1，短期時をβ =1.6 と設定
した 39)．表 3-20 に荷重レベルと安全性指標βの関係を示す． 
 
表 3-20 荷重レベルと安全性指標の関係 
 
荷重レベル  安全率  破壊確率 Pf 安全性指標β 
長期  3.0 1/1000 3.1 
短期  1.5 1/20 1.6 
 
 
評価式の安全性を評価するために算出される安全性指標βは，式 3-13, 式 3-14 から求める 39)．長期
および短期許容荷重において，変動係数 VS をパラメーターとして 0.1～0.5 の範囲で変動させ，算出さ
れたβ値と基準β値とを比較する．抵抗値 R の平均値μR は，周面摩擦力度あるいは先端支持力度の平均
値とした．また，荷重値 S の平均値μS は，先端支持力度あるいは周面摩擦力度のμS に長期許容荷重時
は 1/3，短期許容荷重時は 2/3 の安全率を乗じた値とした．抵抗値 R の変動係数 VR は，R の標準偏差










−= μμβ  3-14
ここに， Z: 性能関数 
 μR: 抵抗値 R の平均値 
 μS: 荷重値 S の平均値 
 VR: 抵抗値 R の変動係数 
 VS: 荷重値 S の変動係数 
  
周面摩擦力度の評価式に関する検討において，荷重項 S の変動係数 VS を 0.1～0.5 まで変動させ，算
出された安全性指標β の値を表 3-21, 3-22 に示す．長期許容荷重時のβ 値は，砂質土層でβ =3.67～9.33，
粘性土層で 3.19～6.14 であり，各土層とも規準β 値 3.1 を上回った．また，短期許容荷重時のβ 値も，
砂質土層でβ =1.68～4.27，粘性土層で 1.61～3.10 であり，各土層とも規準β 値 1.6 を上回った． 
 
表 3-21 砂質土層の周面摩擦力度 
 
 安全性指標β 
変動係数  VS=0.1 VS =0.2 VS =0.3 VS =0.4 VS =0.5 
長期荷重  9.33 6.74 5.27 4.33 3.67 
短期荷重  4.27 3.08 2.41 1.98 1.68  
 
表 3-22 粘性土層の周面摩擦力度 
 
 安全性指標β 
変動係数  VS=0.1 VS =0.2 VS =0.3 VS =0.4 VS =0.5 
長期荷重  6.14 4.99 4.20 3.63 3.19 
短期荷重  3.10 2.52 2.12 1.83 1.61  
 
つぎに，先端支持力度に関する検討において，算出された安全性指標β の値を表 3-23 に示す．長
期許容荷重時のβ 値はβ =3.46～7.28 であり，規準β 値 3.1 を上回った．また，短期許容荷重時のβ 値も
β =1.74～3.66 であり，規準β 値 1.6 を上回った． 
 
表 3-23 先端支持力度 
 
 安全性指標β 
変動係数  VS=0.1 VS =0.2 VS =0.3 VS =0.4 VS =0.5 
長期荷重  6.14 4.99 4.20 3.63 3.19 









確認した．3.6 節では 13 現場 20 例の鉛直載荷試験結果をもとに，支持力評価のための検証を行った
結果，周面摩擦力度および先端支持力度と各土質の地盤定数との間に関係が認められた．これらの関
係について，安全性指標を用いた検証を実施し，変動係数 Vs=0.1～0.5 の範囲において，安全であるこ




( ){ }φγβα cusspa 31 LqLNANR ++=  2-7
( ){ }φγβα cusspa 32 LqLNANRs ++=  3-15
ここに， aR : 長期許容鉛直支持力 
 aRs : 短期許容鉛直支持力 
 α : 杭先端支持力係数 ( 250=α ) 
 
β : 砂質地盤における杭周面摩擦力係数 
( 5010 ss += NNβ を満たす β ) 
 γ : 粘土質地盤における杭周面摩擦力係数 
( 108.0 uu += qqγ を満たす γ ) 
 
N : 基礎杭の先端より下方に 1D(D:羽根径)，上方に 1D 間の地盤の標準
貫入試験による打撃回数の平均値ただし，杭先端地盤が砂質地盤の
場合: 22≤N ，粘土質地盤の場合: 22≤N ，礫質地盤の場合: 50≤N  




ただし， 5.22s ≤N  
 
uq : 基礎杭の周囲の地盤のうち，粘土質地盤の一軸圧縮強さの平均値 
(kN/m2) 






 φ : 基礎杭の周囲の有効長さ (m) D⋅= πφ  
 






















e) 水平載荷試験より得られた本杭の複合効果は，地表面変位 10mm 時の実測値より水平地盤反力係
数 kh を逆算した実測 kh と設計 kh0 の比率を複合効果による割増率とすると，変位量に関する割増
率は 4 以上，曲げモーメントに関する割増率は 18 以上であることが分かった． 
f) 13 現場 20 例の鉛直載荷試験結果をもとに，支持力評価のための検証を行った結果，周面摩擦力度
および先端支持力度と各土質の地盤定数との間に関係が認められた．これらの関係について，安























































































































図 4-2 試験体の概要図 
  53
表 4-1 に試験体の寸法を示す．試験体の大きさは，実物大の 1/10 スケールとして設定し，鋼管径は

















実物大  216.3 600 1000 8.2 9.0 
実 験  21.7 60 100 1.7 3.2 


























⑤ソイルセメントの表面がある程度硬化した後，端面処理を行い，⑥試験体を水中で 14 日間養生する． 
   
   
(a) 塩ビ板の設置 (b) 防水用粘着材の貼付 (c) 杭先端の固定 
   
(d) 改良体の充填 (e) 端面処理 (f) 水中養生 
 


































図 4-3 試験体の概要図 
 
  
(a) ひずみゲージの貼付作業 (b) ひずみゲージの貼付状況 
  
(c) キャリブレーション (d) ゲージコードの収納 
 
写真 4-3 ひずみゲージの貼付とキャリブレーションの実施状況 
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(2) ソイルセメント 




















水  カオリン  セメント  
450 1.00 1.25 0.22 
2200 1.00 1.25 0.41 
5600 1.00 1.25 0.61 
 
 










450 1.12×105 0.28 1.60 
2200 6.69×105 0.23 1.68 











式  4-3に第3章で得られた地盤から決まる周面部の極限支持力の算定式を示す．砂質土層の場合は式 
4-2で求めたτ s，粘性土層の場合は式 4-3で求めたτ cを用いる．次に，この支持力算定式によって得ら
れたせん断力τが杭体内部の羽根位置に作用するものと考え，このτによってソイルセメントが破壊し
ない強度を応力照査式から求め，設計基準強度として設定する．式 4-4～式 4-6に杭中間部のソイル
セメントの設計基準強度の応力照査式を示す．基準強度は，式 4-5に示すせん断応力照査40)と式  4-6
に示す支圧応力照査の2種類の照査から，どちらか大きい値を設計基準強度として設定する．式  4-6
の導出には，式 4-8と式 4-9を用いる41)．また，式 4-7に杭先端部の設計基準強度の算定式を示す． 
  
SP ×=τ  4-1
ss N1050 +=τ  4-2
uc q8.010 +=τ  4-3
( )21,max FcFcFc =  4-4





































ここに， P: 杭体から決まる周面部の極限支持力(kN) 
 τ : 羽根径位置での周面摩擦力度(kPa) 
 S: 羽根の直径を外径とする円筒面上の周面積(m
2) 
 τs : 砂質土層の周面摩擦力度(kPa) 
 sN
: 砂質土層の平均周面N値 
ただし， 5.22≤sN  
 τc : 粘性土層の周面摩擦力度(kPa) 
 uq
: 粘性土層の一軸圧縮強さの平均値(kPa) 
ただし， 200≤uq  
 Fc : 杭中間部のソイルセメントの設計基準強度(kPa) 
  58
 Fc1 : せん断応力照査により決まる必要強度(kPa) 
 Fc2 : 支圧応力照査により決まる必要強度(kPa) 
 Fcp : 杭先端部のソイルセメントの設計基準強度(kPa) 
 qd : 先端支持力度 ( N×= 250 ) 
 N  : 先端付近地盤の平均N値 
 Ac : ソイルセメントの断面積(m
2) 
 Ap : 羽根の投影面積(m
2) 
 D : 羽根径(m) 
 D0 : 鋼管径(m) 
 Dc : ソイルセメントの直径(m) 
 Lw : 羽根間隔(m) 
 fn : ソイルセメントの支圧強度(kPa) 
 σ : ソイルセメントに生じる支圧応力(kPa) 
 R : 羽根間隔Lwで発生するせん断力(kN) 
 Rf : 鋼管とソイルセメントとの付着力(kN) 
 Aw : 羽根面積(m
2) 
 

































(a) 設計基準強度の設定フロー (b) 杭体内部の羽根径位置に作用するτの算出フロー  







表 4-4 に各ソイルセメントの杭体から決まる周面部の極限支持力 P の算定結果を示す．周面摩擦力
度τ は砂質土層の摩擦力度τs を採用した．これは，算出される摩擦力度が，地盤定数の上限値から比
較して，砂質土層のほうがより大きくなるためである．周辺地盤の破壊と杭体の破壊を比較するため，
より条件の厳しい砂質土で議論する．砂質土層の周面摩擦力度τs の上限値は，周面 N 値の上限値が 22
であるため，式 4-2 より 270 kPa となる．一軸圧縮強さ 2200, 5600 kPa の計算から求められたτ は上限
値を超えるため，設定するτs は 270 kPa とした．ここで，一軸圧縮強さ qu=450 kPa を例に算出方法を
説明する．まず，杭中間部のソイルセメントの設計基準強度を Fc=450 kPa と設定し，式 4-5，式 4-6
および min(τ1, τ2)の条件から周面摩擦力度τを算出する．ここで，式 4-6 の各値は，ソイルセメントの
直径を Dc=0.1 m，羽根径を D=0.06 m，鋼管径を D0=0.0217 m，羽根間隔を Lw=0.2 m，羽根面積を
Aw=0.0025 m2 とする．また，鋼管とソイルセメントの付着力 Rf は，Case-1 の模型実験の結果を参照し，
Rf =0.63 kN とする．つまり，鋼管とソイルセメントの間の付着が切れた際の載荷荷重である 0.6 kN(表
-6)から付着面積で除して付着力度(46.2 kPa)を求め，羽根間隔 Lw の間での Rf として算出した．以上か
ら，周面摩擦力度τは，式(5)よりτ1 =150 kPa，式(6)よりτ2 =68 kPa となる．よって，τ ＜min(τ1, τ2)の条
件からτ ＜68 kPa となり，τs =60 kPa とした．そして，式 4-2 から周面 N 値を，式 4-1 から杭体から
決まる周面部の極限支持力 P を算出する．式 4-1 の羽根の直径を外径とする円筒面上の周面積 S は，
羽根の直径(0.06 m)×π×ソイルセメント長さ(0.19 m)として算出した． 
 
表 4-4 杭体から決まる周面部の極限支持力 P の算定方法 
 
qu (kPa) Fc (kPa) τs (kPa) 周面N値  P (kN) 
450 450 60 1 2.2 
2200 2200 270 22 9.7 







図 4-6 に荷重と変位の関係を示す．図中には，各 qu の杭体の極限支持力も併せて示す．また，図 4-7
に傾向に関する考察を示す．各ケースにおいて，初期の勾配と降伏点が存在する．Case-1 の降伏点で
は，降伏の後急激に荷重が減少して一定値に収束していく．これは，降伏点において鋼管とソイルセ




















































(b) Case-2 (c) Case-3 
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図 4-8 軸力分布（qu=450 kPa, Case-1:降伏荷重の 90 %荷重時, 










表 4-5 に Case-1 および Case-3 の降伏荷重の平均値を，図 4-9 に一軸圧縮強さが，qu=450 kPa の荷
重と変位の関係を示す．グラフは，各ケース毎に 3 データあるが，降伏荷重の平均値に最も近い 1 デ
ータのみを示した．式 4-4～式 4-6 の応力照査式により得られるソイルセメント設計基準強度は，ソ
イルセメントが地盤から決まる極限支持力に至るまで破壊しないことを前提として決定している．こ
の前提条件を確認することを目的に，模型実験から得られた関係とソイルセメント羽根付き鋼管杭の
ソイルセメントの破壊メカニズムから決まる杭体の極限支持力 P を比較したグラフを図 4-9 に示す．
羽根の有さない Case-1 の降伏荷重はおよそ 0.6 kN であり，ソイルセメントの破壊メカニズムから決
まる極限支持力である 2.8 kN を大きく下回っている．一方，羽根を有する Case-3 の降伏荷重はおよ








Case-1 Case-2 Case-3 
450 0.6 3.1 2.8 
2200 6.7 11.5 13.6 





























した．羽根を有する Case-3 の初期剛性の平均値は 10.2 kN/mm であり，羽根を有さない Case-1 の平均


















○ Case-1 ● 平均Case-1
△ Case-2 ▲ 平均Case-2








































( )ν+= 12 50
E
Gs  4-10
ここに， Ε50: ソイルセメントの弾性係数 
 ν : ソイルセメントのポアソン比 


























































図 4-11 ソイルセメントの一軸圧縮強 qu 
        と初期剛性の関係 







































(c) 境界条件（X-X 断面） 
 


































































































    負担荷重の関係（qu=450kPa） 
図 4-16 計算値から求める，弾性係数比と羽根




























図 4-17 実測値から求める，載荷荷重と羽根の負担荷重の関係（qu=5600kPa） 
 
表 4-6 にすべり要素の弾性係数 EN, Eδ  とソイルセメントの弾性係数 Esc の比を示す．EN は，長期は
ソイルセメントの弾性係数 Esc の 1/3，短期は 1/25，極限は 1/50 とし，Eδ  は，各鉛直支持力に関わら
ず 1/100 とした． 
 




長期  短期  極限  
EN /Esc 1/3 1/25 1/50 













表 4-7 解析で用いた材料定数 
 
 鋼管・羽根  ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ 
変形係数  E (kN/m2) 2.06×108 1.12×105 
密度 ρ (103kg/m3) 7.85 1.60 






































(a) Case-1 (b) Case-3 
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dtm 23 ×= σσ  4-11
zK th ××= γσ 0  4-12
ここに， σ3 : 鋼製モールド管による拘束圧 (kPa) 
 σm : モールド管の周方向応力 (kPa) 
 t : モールド管の厚さ (0.28mm) 
 d : モールド管の直径 (100mm) 
 σh : ソイルセメント外周に作用する地盤の拘束圧(kPa) 
 K0 : 静止土圧係数 (0.5と仮定) 
 γt : 土の単位体積重量 (18kN/m3と仮定) 




































図 4-22に解析概要図を示す．杭体の仕様は，羽根付き鋼管長が6100 mm，鋼管径D0がφ267.4 mm，








































































(a) 周面摩擦力の算出 (b) 先端支持力の算出  
 
図 4-24 極限支持力の算出フロー 
 



























































図 4-25 各羽根が負担する荷重の割合 
 




節の荷重伝達メカニズムの検証に使用したモデルと同じモデルを使用する．羽根間隔 Lw を，Lw=1.0 m, 
2.0 m, 3.0 m の 3 種類とし，羽根間隔の違いが各羽根の荷重分担や杭体の一体性に与える影響を検証す
る． 
(1) 数値解析の概要 
図 4-27に解析の概要図を示す．羽根間隔Lwは，Lw=1.0 m，Lw=2.0 m，Lw=3.0 mの3種類とした．各




















図 4-28 鉛直応力分布（極限荷重時） 
 
図 4-29 鉛直変位分布（極限荷重時） 
(2) 考察 
図 4-28 に極限荷重時の鉛直応力，図 4-29 に鉛直変位の分布図を示す．鉛直応力分布は，終局時の




























































































































図 4-31 各羽根が負担する荷重 
（極限荷重時） 












































































されている.試験位置は，G.L.-7.0 m 以浅のＮ値が 3～6 の軟弱な沖積層とした. 
表 5-1 に試験体の仕様を示す．試験体は鋼管径φ190.7 mm，羽根径φ400 mm，改良径φ600 mm，
杭長 6.0 m である.鋼管径に対する羽根径の比は，およそ 2.1 である．また，羽根の厚さは，先端羽根










図 5-1 地質条件及び解析領域 
 
表 5-1 試験体の仕様 
 









(m) 鋼管  改良体  




表 5-2 ソイルセメントの一軸圧縮試験結果 
 
深度  







1.80～2.80 粘土質シルト  1743 961.6 1.810 
2.80～4.70 細砂  2588 962.8 1.899 





本研究では，弾塑性有限要素解析コード DBLEAVES44)を用いて 3 次元弾塑性有限要素解析を行った．





図 5-2 に実大載荷試験に対する有限要素解析メッシュを示す．解析領域は対象性を利用して 4 分の

























実際の試験では載荷点近傍のクリアランスを確保するために B 層（埋土層）の表層 1.0 m が掘削に
より除去されている．このことを表現するために，解析においても G.L.=0.0 m～-1.0 m における B 層
の影響は初期の有効応力状態にのみ反映させ，本解析に用いるメッシュでは該当する要素を除去した





   
   


























ijij ddd εεε +=  5-1
 











d δσνσνε −+=1  5-2
 



















∂Λ= σε  5-4
 









深度 G.L.-10.0 m～10.9 m の Ylc で実施された密度及び間隙比のみである．破壊時の主応力比 Mf，静止
土圧係数 K0 は，各地盤の塑性指数 Ip を仮定した上，図 5-4 に示す Iizuka & Ohta47)の方法に準拠し決
定した．Ylc-1, Ylc-2 の Ip は，深度 G.L.-19.0 m～19.85 m の Ylc の試料で実施された，土の液性限界及
び塑性限界試験の結果を参照した．また，Ylc-1, Ylc-2 の圧縮指数 λ及び膨潤指数 κは，深度 G.L.-19.0 
m～19.85 m の Ylc の試料で実施された圧密試験の結果と同様と仮定した．Ylc 以外のλ, κは参考文献
48)を参照とし，砂質土は豊浦珪砂，粘性土は藤森粘土の値を引用した．その他の土質パラメータにつ







表 5-3 地盤材料及び材料定数 
 
旧表土  粘土質  






シルト  シルト  
種類  
 
定数  B Yuc Yus Yusc-1 Yusc-2 Ylc-1 Ylc-2 
塑性指数  22 20 18 19 28 42 42 
密度（103kg/m3）49) 1.700 1.600 1.900 1.900 1.800 1.659 1.659 
間隙比  e050) 1.60 1.60 1.00 1.00 1.00 1.551 1.551 
破壊時主応力比  Mf 2.983 3.052 3.169 3.096 2.802 2.527 2.527 
ポアソン比  ν 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 0.30 
静止土圧係数  K0 0.502 0.506 0.514 0.520 0.556 0.614 0.614 
β（stress-dilatancy）48) 1.5 1.5 2.0 2.0 2.0 1.5 1.5 
a（ANN）parameter48) 500 500 500 500 500 500 500 
圧密指数  λ*) 0.132 0.132 0.070 0.070 0.070 0.390 0.390 
膨潤指数  κ*) 0.029 0.029 0.005 0.005 0.005 0.045 0.045 
OCR46) 1 1 20 20 20 1 1 
*) Ylc 以外のλ, κは参考文献 48)を参照とし，砂質土は豊浦珪砂，粘性土は藤森粘土の値を引用した．
 
Ip: 塑性指数    
φ': 内部摩擦角  ①  pIlog233.081.0sin −=φ  
λ: 圧縮指数  ②  pI007.0015.0 +=λ  
M: 限界応力比  ③  )sin3/(sin6 φφ ′−′=M     pqM ′= /  
K0: 静止土圧係数  ④  φ′−= sin10K  
Mf: 破壊時主応力比  ⑤  31 /σσ ′′=fM  
Λ: 非可逆比  ⑥  75.1/M=Λ  
 
κ: 膨潤指数  ⑦  λκ /1−=Λ  
 
図 5-4 パラメータ決定フロー (Iizuka & Ohta の方法 47)に準拠) 
 
(2) 杭体のモデル化 




































図 5-5 杭モデルの有限要素メッシュ 
 
本解析で用いた杭体を構成する要素は，節点数を減らし計算を簡略化するために，立方体形状の 8
節点 6 面体要素としてモデル化した．一方，第 4 章で用いた杭体モデルの断面は円形断面であるため，
断面を矩形断面で表現したことによる影響が懸念される．そこで，本解析に用いる矩形の杭体モデル
の適用性を検証するため，第 4 章で実施した模型実験に対する数値解析を実施する．数値解析は，第
4 章と同様，杭体周辺には地盤要素を設けることなく，杭体のみを対象とした 3 次元弾性有限要素解
析を行う．図 5-6 に試験体のモデル化の概要を示す．解析領域は，図 5-5 と同様，対称性を利用して
4 分の 1 領域を設定した．メッシュの間隔は，図 5-5 と同様のメッシュ間隔とした．境界条件は，第
4 章の 4.4.1 と同様，ソイルセメント外縁部は自由とし，底面は Z 方向に固定とした．また，鋼管お
よびすべり要素の先端部は，押し抜きを表現するため，Z 方向に自由とした．すべり要素の設定手法








































図 5-7 荷重と変位量の関係(Case-3) 
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図 5-8 各鉛直荷重の軸力分布に対する解析結果(Case-3) 
 
(3) 杭体モデルのパラメータ 
表 5-4 に鋼管及びソイルセメントのパラメータを示す．ソイルセメントの変形係数及び密度は，表 
5-2 のコア試験体の一軸圧縮試験結果の値を参照した.ヤング率 E は粘性土と砂質土の境界である
G.L.-2.8 m を境とした各々の平均値とした．また，ソイルセメントのポアソン比は，参考文献の値を
準用 52)した．すべり要素は，第 4 章の模型実験で得られた結果を参照に，ソイルセメントの弾性係数
を基準に決定した． 
 
表 5-4 鋼管及びソイルセメントのパラメータ 
 
ソイルセメント  
 鋼管・羽根  
G.L.-1.8m～2.8m G.L.-2.8m～6.9m 
密度（103kg/m3）  7.850 1.810 1.809 
ヤング率 E（N/mm2） 2.06×108 961.6 1118.6 




図 5-9 に実測値と計算値を比較した，鉛直荷重と杭頭沈下量の関係を示す．図 5-9 より，短期荷重
レベルである 800 kN 程度までの領域では，適切な地盤の構成式を用いることにより，杭が地盤から得




の境界に位置する地盤要素 A～D とした．各応力径路は，載荷荷重 1,200 kN までの応力径路を，
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5.2 で実物大の鉛直載荷試験に対する 3 次元弾塑性有限要素解析を実施し，数値解析手法の適用性
が確認できた．本節では，羽根の取り付け間隔が杭体から周辺地盤への荷重伝達機構に及ぼす影響に
ついて，前節で適用性が確認できたモデルを用いて検討する．5.3.1 では数値実験対象ケースについて





表 5-5 に解析ケースを，図 5-13 に平成 20 年 4 月から平成 21 年 3 月までの 1 年間に，実物件で使
用された杭本数について，杭長ごとに区分した分布図を，図 5-14 に概略図を示す．杭体の仕様は，
羽根間隔 Lw = 2.0 m である Case-A と羽根間隔 Lw = 3.0 m である Case-B の 2 ケースとした．また，杭
長の違いによる影響を確認するため，杭長は 6.5 m と 12.5 m の 2 種類とした．杭長 6.5 m は，ソイル
セメント羽根付き鋼管杭の標準的な杭長である．図 5-13 より，6～8 m の杭長が最も多く使用されて
いることが確認できる．また，杭長 12.5 m は杭長 6.5 m のおよそ 2 倍の杭長のケースとして設定した．
杭長が 6.5 m の中間羽根の枚数は，Case-A_6.5 が 3 枚，Case-B_6.5 が 2 枚である．一方，杭長が 12.5 m
の場合は，Case-A_12.5 が 6 枚，Case-B_12.5 が 4 枚である．また，鋼管径及び羽根径，改良径は，5.2
の実大載荷試験の試験体の仕様と同様とした. 
図 5-15 に地質条件及び解析領域を示す．地盤は，5.2 のような複雑な実地盤ではなく，砂質土と粘
性土から構成される簡単な 2 層地盤を想定した．杭体の周辺は砂質土とし，砂質土の下に粘性土が存
在する．層厚は，改良径 Dc を基準に決定し，改良体先端から粘性土までの距離を 3Dc とした．この距
離は，統計的研究における平均 N 値の評価に関する既往の研究を参照に決定した．小椋 53), 54)は，高
野・岸田 55)の模型実験の結果，佐伯ら 56)の FEM による解析などから，杭先端の N 値の評価は，埋込
杭の場合，杭先端上方 1d と下方(3～4)d 間の平均値とするのが合理的としている．また，下部粘性土














図 5-13 1 年間で使用された杭長ごとの杭本数（平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月） 
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Case-A_6.5 2.0 3 
Case-B_6.5 3.0 2 
6.5 
Case-A_12.5 2.0 6 
Case-B_12.5 3.0 4 
12.5 
































(b) 杭長 L=12.5 m の場合 





















   
(b) 杭長 L=12.5 m の場合 
 
図 5-15 地質条件及び解析領域 
5.3.2 数値解析の概要 
(1) 数値解析コード及び有限要素メッシュ 
数値解析コードは 5.2 と同じく DBLEAVES を用いた．図 5-16 に解析に用いた有限要素メッシュを
示す．対称性を考慮して 4 分の 1 領域を解析領域に設定した．節点数および要素数は，杭長 L=6.5 m








































































Case-A_12.5:Lw=2.0 m Case-B_12.5:Lw=3.0 m  
(b) 杭長 L=12.5 m の場合 
 





表 5-6 に，本解析で用いた各層の地盤定数を示す．各地盤定数は，5.2 の実大載荷試験のパラメー
タである表 5-3 を参照して決定した．砂質土は Yusc-1 を，粘性土は Ylc のパラメータとした． 
 
(2) 杭モデル及びパラメータ 
表 5-7 に鋼管及びソイルセメントのパラメータを示す．羽根付き鋼管のパラメータは，5.2 の実大
載荷試験と同様とした．ソイルセメントのパラメータは，5.2 の実大載荷試験の試験体の G.L.-2.8 m～
6.9 m のパラメータと同様とした． 
 
 
表 5-6 地盤材料及び材料定数 
 
種類
定数  砂質土  粘性土  
密度（103kg/m3）  1.900 1.659 
間隙比  e0 1.000 1.551 
破壊時主応力比  Mf 3.096 2.527 
ポアソン比  ν 0.30 0.30 
静止土圧係数  k0 0.520 0.614 
β（stress-dilatancy）  2.0 1.5 
a（ANN）parameter 500 500 
圧密指数  λ 0.070 0.390 
膨潤指数  κ 0.005 0.045 
OCR 20 1  
 
表 5-7 鋼管及びソイルセメントのパラメータ 
 
 鋼管・羽根  ソイルセメント  
密度（103kg/m3）  7.850 1.809 
ヤング率 E（N/mm2） 2.06×108 1118.6 







 図 5-17 に羽根間隔 Lw = 2.0 m と Lw = 3.0 m を比較した荷重と変位量の関係を，図 5-18 に極限荷重
時の軸力の分布図を示す．極限荷重は，地盤から決まる極限支持力とした．極限支持力は，第 3 章で
提案した支持力算定式（式 3-15）を用いて算出した．支持力を算出する際に用いた土質定数は，5.2
の実大載荷試験のパラメーターを参照し，砂質土の N 値を周面 N 値および先端 N 値とも N=6 とする．
支持力算定式（式 3-15）を用いた算出の結果，極限支持力は杭長 L=6.5 m の場合（Case-A_6.5 および
Case-B_6.5）が 1005 kN，杭長 L=12.5 m の場合（Case-A_12.5 および Case-B_12.5）が 1833 kN となる．
比較の結果，荷重と変位量の関係は羽根間隔 Lw = 2.0 m と Lw = 3.0 m で同様である．また軸力分布は，
各ケースにおいて，羽根位置の違いにより異なるが，周面摩擦力は同様である．この結果から，羽根
































 = 2.0 m
Case-B_6.5：L
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 = 3.0 m
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Case-B_12.5：L
w
 = 3.0 m
 
 
図 5-17 荷重と変位量の関係 
 































図 5-18 軸力分布図（極限荷重時） 
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(2) 羽根間隔の違いが下部粘性土へ及ぼす影響 
図 5-19 に羽根間隔が Lw = 2.0 m である Case-A と Lw = 3.0 m である Case-B を比較した地盤水平方向
及び鉛直方向の極限荷重時の鉛直応力増分を示す．図 5-19 の(a)が杭長 L = 6.5 m，(b)が杭長 L = 12.5 
m の分布を示している．(a)の地盤水平方向は G.L.-9.6 m の深度の鉛直応力増分を，地盤鉛直方向は
G.L.-9.6 m～15.1 m の深度の鉛直応力増分を示した．また，(b)の地盤水平方向は G.L.-15.8 m の深度の
鉛直応力増分を，地盤鉛直方向は G.L.-15.8 m～21.2 m の深度の鉛直応力増分を示した． 
各ケースの鉛直応力増分の分布の傾向は，杭体に近い方が増分は大きく，杭体から離れるにつれて
小さくなる．各ケースの鉛直応力増分の最大値は，杭長 L = 6.5 m の場合は Case-A_6.5 が 9.7 kN/m2，
Case-B_6.5 が 9.8 kN/m2 でありほぼ同じ値を示し，杭長 L = 12.5 m の場合は Case-A_12.5 および

















































地盤水平方向の分布（深度：G.L.-9.6 m） 地盤鉛直方向の分布（深度：G.L.-9.6～15.1 m）






 = 2.0 m
Case-B_6.5 ：L
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 = 3.0 m
 



















































 = 2.0 m
Case-B_12.5 ：L
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(b) 杭長 L=12.5 m の場合 
 
図 5-19 深度方向の鉛直応力増分（極限荷重時） 
 
(3) 羽根間隔の違いが杭体および周辺地盤へ与える影響 
(1)，(2)の羽根間隔 Lw = 2.0 m と Lw = 3.0 m の比較検討により，羽根の枚数や羽根の位置が異なって
も，支持力性能や下部粘性土の荷重伝達にほとんど違いが無いことが確認できた．本節では，羽根間
隔の違いが杭体内部に発生する応力や杭体の周辺地盤へ与える影響について検証を実施する．本検証
は，ソイルセメント羽根付き鋼管杭の標準的な杭長である L=6.5 m のケース（Case-A_6.5 および
Case-B_6.5）にて実施する． 
 図 5-20 および図 5-21 に羽根間隔 Lw = 2.0 m と Lw = 3.0 m を比較した極限荷重時の x-z 断面のせん
断応力 xzτ の分布を示す．図 5-20 にせん断応力のコンター図，図 5-21 にせん断応力分布図を示す．
各分布図は，-1 kN/m2 以下のせん断応力の分布を示している．まず，図 5-20 のコンター図について
説明する．図中には，杭体周辺部を拡大した図も併せて示す．杭体内部のソイルセメントのせん断応




見受けられない．例えば，-40 kN/m2 のせん断応力は，各ケースともおよそ深度 G.L.-4 m 以深から発生
しており，羽根の取付け位置の違いの影響を受けていない． 
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表 5-8 に本検証で設定するソイルセメントの設計基準強度を示す．設計基準強度は，第 4 章の式 4-4
～式 4-7 を用いて算出した．杭中間部のソイルセメントの設計基準強度 Fc は，羽根間隔 Lw=2.0 m が
496.8 kN/m2，羽根間隔 Lw=3.0 m が 548.4 kN/m2 となる．また，杭先端部のソイルセメントの設計基準
強度 Fcp は，各ケースとも 1,000.0 kN/m2 となる．本解析で用いるソイルセメントのパラメータは，5.2
の実大載荷試験の試験体の G.L.-2.8 m～6.9 m のパラメータを参照している．実大載荷試験の際に実施
されたコアボーリングによるソイルセメントの一軸圧縮試験において，杭中間部の一軸圧縮強さが
qu=2,590 kN/m2，杭先端部が qu=3,500 kN/m2 という結果が得られており，表 5-8 に示した設計基準強
度を大きく上まる強度の発現が確認されている． 
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Case-A_6.5 2.0 496.8 




 図 5-22 に深度方向の改良体内部に発生する x-z 断面のせん断応力 xzτ の分布を示す．出力データの
位置は，羽根外縁部の地盤深度方向 G.L.-1.0 m～G.L.-7.3 m の範囲とする．図中には，杭中間部のソイ
ルセメントの設計基準強度 Fc および杭先端部のソイルセメントの設計基準強度 Fcp も併せてに示す．
改良体内部に発生するせん断応力の分布は，各ケースとも羽根近傍で応力が大きくなる傾向である．
最も大きいせん断応力が発生する箇所は杭先端の羽根近傍であり，Case-A_6.5 が -362.7 kN/m2，
Case-B_6.5 が-369.9 kN/m2 と，各ケースとも同等の値となった．杭体中間部における最大のせん断応
力は，羽根①の近傍で発生し，Case-A_6.5 が-147.2 kN/m2，Case-B_6.5 が-151.7 kN/m2 と，杭先端と同
様，各ケースともせん断応力は同等の値となった．ソイルセメントの設計基準強度との比較では，
Case-A_6.5 の杭中間部の応力の最大値は設計基準強度の 29.6 %，Case-B_6.5 の杭中間部の応力の最大
値は設計基準強度の 27.7 %，各ケースの杭先端部の応力は設計基準強度の 36.9 %と，各応力とも設計
基準強度を大きく下回っている．以上から，羽根間隔が Lw = 3.0 m であっても，改良体に発生する最
大のせん断応力は Lw = 2.0 m と同等であり，羽根間隔が改良体内部に与える影響は小さいことが確認
できた． 










































図 5-22 改良体内部に発生する x-z 断面のせん断応力τxzの分布（杭長 L=6.5 m，極限荷重時） 
 
  100
 次に，羽根間隔の違いが杭体近傍の地盤に発生する応力に与える影響を検証する．図 5-23 に深度
方向の杭体近傍の地盤に発生する x-z 断面のせん断応力分布 xzτ を示す．出力データの位置は，杭体近























図 5-23 杭体近傍の地盤に発生する x-z 断面のせん断応力τxz の分布（杭長 L=6.5 m，極限荷重時）
 


















本研究では，砂質土と粘性土から構成される 2 層地盤において，2 層地盤の構成が圧密層に与える




の砂質土の層厚が異なる 3 ケースにて実施した．各層の層厚は，改良径 Dc を基準に決定し，下部粘性
土の厚さは各ケースとも 10Dc とした．また，各ケースとも改良体先端から粘性土までの距離を 3Dc
とした．この距離の根拠は，5.3.1 で示した内容と同様である．  
Case-1 は，砂質土の層厚が 11.5Dc であり，杭体周辺の地盤は全て砂質土である．Case-2 は，砂質土
の層厚が 7.0Dc であり，杭体周辺の地盤のおよそ半分が粘性土である．そして，Case-3 は砂質土の層
厚が 4.0Dc であり，杭体周辺の地盤のおよそ 9 割が粘性土である．各ケースを比較することで，地盤
条件によって異なる杭体の先端支持力が，圧密層に与える影響を考察する．また，本解析は実現場と
同条件とするため，フーチングもモデル化した．フーチングの大きさは，1 辺が改良径の直径 600 mm
と同様となるように設定した 2)．載荷荷重は，長期荷重レベルでの比較を行うため，各ケースの地盤
構成に相当する長期支持力とした．載荷荷重の詳細は，5.4.2 に記述する．表 5-9 に杭体の仕様を示
す．本解析に用いる杭体の仕様は，5.2 の実大載荷試験で用いた試験体と同様の仕様とした． 
 

















図 5-24 2 層地盤の構成に関する解析ケース 
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5.4.2  数値解析の概要 
(1) 数値解析コード及び有限要素メッシュ 
数値解析コードは，5.2 及び 5.3 と同様，DBLEAVES を用いた．図 5-25 に本解析で用いる有限要
素解析メッシュを示す．解析領域は，5.2 及び 5.3 と同様，対称性を考慮して，4 分の 1 領域とした．






































ために，数値解析では G.L.=-0.0 m～-1.8 m における地層の影響を初期の有効応力状態にのみ反映させ，
本解析に用いるメッシュでは該当する要素を除去し，新たにフーチング部を模擬した節点と要素を追










   
①フーチング上面の地盤も考慮し，  
地盤要素のみで自重解析 











て得られた極限支持力を安全率 3 で除した値とした．各ケースの載荷荷重は，Case-1 が 640 kN，Case-2





50 年間とした．これは，わが国における建築物の寿命が平均で 30～40 年程度 57)であり，また，「建築
物の限界状態設計指針 58)」においても，安全性を対象とした終局限界状態設計を行う際の「基準期間」






飽和多孔質体を扱った Biot の 2 相混合体理論 59）により導くことができる．本研究では，土－水連成
問題における支配方程式として，Oka ら 60）により誘導された固相の変位 u と間隙水圧 p を未知数とし









水条件での shear locking が回避できる 66）．解析手法の精度は，Oka ら 60)より既に検証されている． 
 
(2) 地盤モデル及びパラメータ 
表 5-10 に，本解析で用いた各層の地盤定数を示す．各地盤定数は，5.2 の実大載荷試験を対象とし
た数値解析で用いたパラメータ（表 5-3）を参照して決定した．砂質土は Yusc-1 を，粘性土は Ylc の
パラメータとした．また，砂質土の透水係数は参考文献 67）の値を，粘性土は Ylc の試料で実施された
圧密試験の結果を参照した．なお，粘性土は正規圧密状態（OCR = 1.0）として設定した． 
 
表 5-10 地盤材料及び材料定数 
 
種類
定数  砂質土  粘性土  
密度（103kg/m3）  1.900 1.659 
間隙比  e0 1.000 1.551 
破壊時主応力比  Mf 3.096 2.527 
ポアソン比  ν 0.300 0.300 
静止土圧係数  K0 0.520 0.614 
β（stress-dilatancy）  2.0 1.5 
a（ANN）parameter 500 500 
圧密指数  λ 0.070 0.390 
膨潤指数  κ 0.005 0.045 
透水係数  k（m/sec）  1.000e-4 1.800e-9 
OCR 20 1  
 
(3) 杭モデル及びパラメータ 
羽根付き鋼管及びソイルセメントのパラメータは，5.3 と同様である．杭体モデルは，5.2 及び 5.3




 実際のフーチングは RC 構造だが，数値解析では簡単のため地盤や杭よりも十分に剛な弾性体要素







盤鉛直方向は，G.L.-9.1 m～14.7 m の深度の分布を示した．地盤深度方向における各ケースの鉛直応力








































































(a) 地盤水平方向 (b) 地盤鉛直方向  
 





































































































































(a) 周面摩擦力 (b) 先端支持力
 
図 5-29 鉛直応力増分比の最大値と周面摩擦力および先端支持力との関係（載荷終了時） 
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向のより広い範囲に応力が伝達され，下部粘性土にも広範囲に影響を与えていることが確認できる．
















































(b) 鉛直応力増分比（鉛直応力増分/載荷応力）：0.004 以上を表記 
 
 
図 5-30 鉛直応力増分の地盤内分布（載荷終了時） 
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図 5-31 に各ケースの鉛直応力増分の地盤内分布をより詳細に検証するため，x-z 断面（地盤鉛直方
向）および x-y 断面（地盤水平方向）の分布を示す．x-y 断面は，砂質土層と粘性土層の境界となる
G.L.-8.7 m の深度の分布を示している．図より，先端支持力が地盤内応力分布に与える影響を検証す
る．5-31 (a)より，先端支持力がもっとも小さい Case-1 の応力球根の大きさが最も小さく，一方，先
端支持力がもっとも大きい Case-3 の応力球根の大きさが最も大きい．例えば，鉛直応力増分比 0.004
の圧線に着目して，各ケースの応力伝播状況を比較する．各ケースの圧線の地盤鉛直方向の影響範囲
は，改良径 Dc で正規化すると，Case-1 が杭先端から 2.8Dc，Case-2 が杭先端から 4.0Dc，Case-3 が杭
先端から 6.5Dc である．以上から，先端支持力と応力球根の関係は，先端支持力が大きいほど，杭体
以深により大きな圧力球根が形成され，下部粘性土へ及ぼす影響も大きくなる． 
また，図 5-27 の地盤水平方向の鉛直応力増分の分布において，杭中心からの距離がおよそ 4.5 m




ことが分かる．砂質土と粘性土の境界である G.L.-8.7 m と圧線外縁部との距離で各ケースを比較する
と，Case-1 が 3.8Dc，Case-2 が 2.5Dc，Case-3 が 1.3Dc である．以上から図 5-27 に示すように，杭中
































































































図 5-31 鉛直応力増分の地盤内分布比（載荷終了時） 
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(2) 長期的な鉛直応力増分の推移 
長期的な鉛直応力増分の検討を，載荷終了時の鉛直応力増分が最も大きい Case-3 で行う．図 5-32
に地盤水平方向の，図 5-33 に地盤鉛直方向の(a)鉛直応力増分及び(b)鉛直有効応力増分，(c)過剰間隙
水圧の分布を示す．(a) 鉛直応力増分は，(b) 鉛直有効応力増分と(c) 過剰間隙水圧の和として求めた． 
図 5-32 及び図 5-33 の(b)鉛直有効応力増分の傾向は，50 年後の鉛直有効応力増分は載荷終了時に
比べて，地盤水平方向においてはほぼ同等の値を示し，地盤鉛直方向においては最大で 300 %大きい．
また，(c) 過剰間隙水圧の傾向は，載荷終了時では過剰間隙水圧が発生しているが，50 年後では完全
に消散している．これら，(b) 鉛直有効応力増分と(c) 過剰間隙水圧の和とした(a) 鉛直応力増分は，
50 年後の鉛直応力増分は載荷終了時に比べて，地盤水平方向において最大で 5 %，地盤鉛直方向にお
いて最大で 14 %小さい． 
図 5-34 に深度 G.L.-12.1 m の要素から出力した鉛直有効応力増分と過剰間隙水圧の時刻暦の推移を















































































































































































































































































ことで，深度 G.L.-12.1 m の要素に伝達される鉛直応力増分が載荷終了後から減少していくためだと考
えられる．図 5-35 に鉛直応力増分の地盤内分布について，載荷終了時と 50 年後の各分布の比較を示
す．圧力球根の圧線 4 kN/m2 に着目して応力の伝播状況を比較する．載荷終了時の 4 kN/m2 の圧線の
影響は，およそ深度 G.L.-13 ｍまで及んでいる．この圧線を改良径 Dc で正規化すると，深度方向に杭
先端から 8.5Dc である．それと比較して，50 年後の 4 kN/m2 の圧線の影響は，6.3Dc であり，図 5-34
と同様に，載荷終了時に比べて，鉛直応力増分は減少している．一方，載荷終了時の 1 kN/m2 の圧線
の杭中心からの距離 7.5 m の位置における深度 G.L.-8.7 m との鉛直方向の距離を比較すると，載荷終



















































































































図 5-36 (a)には施工開始から 500 日後までにおけるフーチング上面の沈下量の時刻暦を示す．また，
図 5-36 (b)には施工開始から 50 年後までにおける沈下量の時刻暦を示す．各ケースの沈下量は，載
荷終了時で比較すると，Case-1 で 6.5 mm，Case-2 で 8.3 mm，Case-3 で 10.2 mm となり，50 年後では，
Case-1 で 6.6 mm，Case-2 で 9.0 mm，Case-3 で 11.0 mm であった．Case-3 の沈下量が最も大きく，Case-1
が最も小さい理由は，下部粘性土に伝達される鉛直応力増分の大きさが寄与しているためだと考えら









































(a) ～700 日後 (b) ～50 年後 
 
































に示した Boussinesq の解により算出する．図 5-38 にソイルセメント羽根付き鋼管杭における荷重作
用点の設定手法に関する概要図を示す．設計で用いられるソイルセメント羽根付き鋼管杭の荷重作用
点の位置は，杭先端位置から 1/3L(L：杭長)上がった位置を基準として，杭の先端荷重 Pp と載荷荷重









ここに， Lp: 杭先端位置から荷重作用点までの距離(m) 
 L: 杭長(m) 
 Pp: 先端支持力(kN) 
 P: 載荷荷重 
   
表 5-11 に各ケースにおける設計値の荷重作用点の位置を示す．杭の先端荷重 Pp は，載荷荷重に対
する周面摩擦力と先端支持力との荷重分担率から設定した．周面摩擦力および先端支持力の設計値は，
第 3 章で提案した支持力算定式（式 3-13）を用いて算出した．各支持力を算出する際に用いた土質
定数は，5.2 の実大載荷試験のパラメーターを参照し，砂質土の N 値を N=6，粘性土の一軸圧縮強さ
を qu=46.1 kN/m2 とした． 









表 5-11 各ケースにおける設計値の荷重作用点の位置 
 








Case-1 640 146 0.23 1.29 
Case-2 520 159 0.31 1.16 
Case-3 
5 




































































図 5-40 支持力算定式から求めた周面摩擦力と先端支持力 
 
(2) 鉛直応力増分の比較 
図 5-41 に各ケースの下部粘性土の鉛直応力増分の数値解析から求めた解析値と Boussinesq の解か
ら求めた設計値の分布を示す．各ケースにおいて，地盤水平方向および地盤鉛直方向の分布を示して
いる．地盤水平方向は G.L.-9.1 m の深度の，地盤鉛直方向は G.L.-9.1 m～14.7 m の深度の分布を示し
た．設計値の分布は，杭体に近い方が大きく，杭体から離れるにつれて小さくなっており，解析値の
分布と同様である． 
図 5-42 に G.L.-9.1 m における，各ケースの地中応力増分の最大値を示す．解析値は，載荷終了時





図 5-41 の鉛直応力増分の最大値および図 5-42 において，設計値に対する載荷終了時の割合を示
した．解析で求めた載荷終了時の最大鉛直応力増分は，Case-1 が設計値の 32 %，Case-2 が設計値の
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図を比較することで検証する．(a)は鉛直応力増分が 1 kN/m2 以上の 3 次元の分布を，(b)は応力の分布
状況をより詳細に検証するため，x-z 断面（地盤鉛直方向）の分布を示す． 





分布の応力伝播状況の比較を実施する．数値解析から求めた解析値の 10 kN/m2 の圧線の影響は，砂質
土と粘性土との境界となる深度 G.L.-9 ｍ程度までしか及んでいない．この圧線を改良径 Dc で正規化
すると，深度方向に 2.6Dc である．一方，Boussinesq の解から求めた設計値の 10 kN/m2 の圧線の影響










いて検証する．解析値の 1 kN/m2 の圧線は砂質地盤において 7.5 m よりも遠くに応力が伝播されてい
るのに対して，設計値の 1 kN/m2 の圧線は，砂質地盤において 5 m 程度で範囲である．以上から，図 



























































G.L.-8.7 m G.L.-8.7 m G.L.-8.7 m
1
 
(b) x-z 断面（地盤鉛直方向）の分布図 
 
図 5-44 鉛直応力増分の解析値と設計値の各分布の比較（Case-3） 
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また，図 5-41 において，解析値と設計値の杭中心からの距離 0～1 m の分布の形状を比較する．図 
5-45 に Case-3 の粘性土の地盤水平方向の鉛直応力増分の分布を示す．杭中心からの距離 0～1 m の分
布を比較すると，設計値は杭体からの応力が広い範囲に伝達され滑らかな分布になっているのに対し
て，解析値は応力が局所的に伝達されている分布となっている．この違いは，圧線の分布が設計値と
解析値とで異なるためであると考えられる．図 5-46 に Case-3 の解析値と設計値の鉛直応力増分の地
盤内分布を示す．図中には，深度 GL-9.1 m の杭中心からの距離 0～1 m の分布の拡大図も併せて示す．
図より，解析値では各圧線が杭体下部分に集中するのに対して，設計値は杭体下部分だけでなく，水
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(a) 解析値（載荷終了時） (b) 設計値 
 




 図 5-47 に各ケースの沈下量の解析値と設計値の比較を示す．圧密沈下量の設計値は，図 5-38 に
示した方法で下部粘性土での鉛直応力増分を求め，Cc 法（式 2-2）により算出した．粘土層の圧縮指




 各ケースの沈下量は，解析値（50 年後）は Case-1 で 6.6 mm，Case-2 で 9.0 mm，Case-3 で 11.0 mm
となり，設計値は，Case-1 で 73.4 mm，Case-2 で 63.5 mm，Case-3 で 56.7 mm であった．解析値は，
Case-1 が設計値の 9 %，Case-2 が 14 %，Case-3 が 19 %となり，解析で得られた沈下量は，各ケース
とも，設計値を大きく下回った．また，限界値との比較では，解析値は標準値である 50 mm をすべて
下回っており，標準値の 13～22 %であった．一方，設計値は各ケースとも最大値を下回っているが，
標準値を上回っており，最大値の 57～73 %であった． 
図 5-48 に，各ケースの解析値および設計値の沈下量の傾向を示す．解析値は，50 年後の沈下量の
値を示した．解析値の傾向は，Case-3 が最も大きく，Case-1 が最も小さい．一方，設計値は Case-1 が
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図 5-49 沈下量の解析値と設計値との比率と先端支持力 
 







 本章では，第 4 章で構築した杭体の数値解析モデルを用い，杭周辺に地盤を設けた場合における 3
次元弾塑性有限要素解析及び土－水連成弾塑性有限要素解析を実施し，杭体から周辺地盤への荷重伝
達機構及び長期的な沈下特性について検証した．得られた知見は以下の通りである．なお，羽根形状




a) 杭体モデルの断面形状は，第 4 章で用いた円形断面を矩形断面として表現しても，杭体単体の初
期剛性や軸力分布に与える影響は小さいことが分かった． 




いて，羽根間隔を標準仕様である Lw = 2.0 m から Lw = 3.0 m に広げることが，支持力性能や周辺地盤
に与える影響を検証した．得られた知見は以下の通りである． 







ケースの 2 層地盤を対象とした検証から得られたものである． 
e) 3 ケースの 2 層地盤で比較した結果，杭体の先端支持力が大きくなるほど，圧密層に伝達される鉛
直応力増分も大きくなる．また，杭体周辺の砂質地盤の層厚が厚いほど，水平方向のより広い範
囲に地中応力増分が伝達されることが確認できた． 
f) 鉛直応力増分の時刻暦の推移を検証した結果，杭体下の圧密層に発生する 50 年後の鉛直応力増分
は，載荷終了時に比べて小さくなることが確認できた．  
g) 解析値と設計値の比較の結果，解析で求めた載荷終了時の最大鉛直応力増分は，設計値の 54 %以
下となり，各ケースとも設計値を下回った．さらに，解析で得られた 50 年後の沈下量は，設計値
















本章では，第 4 章および第 5 章で検証した結果をもとに，新たな設計手法の提案を行う．以下，6.2
では杭体の仕様の簡略化による杭材のコストダウンを目的に，羽根付き鋼管の羽根の取付け間隔を標
準仕様である 2 m から 3 m に広げ，羽根枚数を減らした仕様の提案を行う．羽根枚数が減ることで，
羽根付き鋼管を製造する際に必要な鋼材量を，どの程度削減できるかを検討する．次に 6.3 では圧密
沈下量を求める際に用いる鉛直応力増分について，より適した設計手法を提案する．対象とする地盤








施し，羽根間隔を 2 m から 3 m に広げることで羽根枚数を減らしても，杭体の支持力性能に大きな低
下が見られないことが確認できた．さらに，第 5 章では，第 4 章で構築した杭体の数値解析モデルを
用い，杭周辺に地盤を設けたケースに対する 3 次元弾塑性有限要素解析を実施することで，羽根間隔
が 2 m と 3 m の各ケースの支持力性能や，周辺地盤への荷重伝達はほぼ同等であることが確認できた．
以上の室内模型実験と数値解析による検討の結果を根拠として，羽根付き鋼管の羽根間隔を 2 m から





図 6-1 に示すように，杭長 6.5 m の仕様を例として新たな設計手法の検討を行う．この杭長を例と
して選択した理由は，ソイルセメント羽根付き鋼管杭の平均の杭長が 6～7 m であり，6.5 m という杭
長はソイルセメント羽根付き鋼管杭の標準的な杭長だから(図 5-13)である．杭長を 6 m とした場合，
羽根間隔を 2 m から 3 m に広げることで，中間羽根は 3 枚から 2 枚に減らすことができる．羽根枚数
が減ることで，羽根付き鋼管を製造する際に必要な鋼材量をどの程度削減できるかを検討する． 
検討は，良く使用される羽根付き鋼管の仕様である表 6-1 を対象に検討する．羽根の取付け間隔を
標準仕様である 2 m とした場合，1 本あたりの総重量は 360 kg である．一方，羽根 1 枚あたりの重量























図 6-1 羽根間隔と中間羽根の枚数 
 
次に，羽根間隔を 3 m に広げることにより，1 年間でどの程度の必要鋼材量が低減できることにな
るかを検討する．平成 21 年度に，ソイルセメント羽根付き鋼管杭が実物件において使用された 1 年間
の杭長の合計は，およそ 106,000 m である．表 6-1 に示すように仮に，使用された杭長が全て 6 m と
仮定すると，1 年間での杭本数はおよそ 17,600 本となる．よって，表 6-1 の杭仕様をもとに検討した



















Boussinesq の解の修正式を提案する．提案式は，フレーリッヒ 68)の解を参照した．そこでまず 6.3.1
では，Boussinesq の解と Boussinesq の解の修正解であるフレーリッヒによる地盤内応力について述べ
る．そして 6.3.2 では，提案手法として，荷重作用点に作用する荷重に関する提案と地盤内応力分布










図 6-3 円柱座標による応力成分 73） 
          （単位ベクトルを省略して表示） 
図 6-4 極座標による応力表示 73） 
          （単位ベクトルを省略して表示） 
  
  
6.3.1 Boussinesq の解とフレーリッヒの解 
Boussinesq の解はそのままの形では現実の地盤に当てはまらないことが多い．その原因は，自然地
盤が成層していることと，地盤の表面以下の深さが増すにつれて土の圧縮性が減少することなどであ
る 69)．フレーリッヒ 68)は，地表付近で引張り応力が生じ得ないことから，Boussinesq の解でν=0.5 の
場合の解を用いて，修正解を提案した．Boussinesq の解と Boussinesq の解の修正解であるフレーリッ
ヒによる地盤内応力について下記に示す． 
(1) Boussinesq の解 
Boussinesq は，半無限，均質等方体を仮定し，弾性論を用いて，線形弾性体表面に働く点荷重によ
る弾性体内部の応力分布を求めた．地盤に働く点荷重 Q による地盤内の応力成分は，円柱座標，極座
標を用いて，図 6-3 および図 6-4 のように示される．図 6-3 に円柱座標による応力線分，図 6-4 に
極座標による応力表示を示す． 








































rz =  6-4
 
ここで，νはポアソン比であり， Rz=φcos である． 
Boussinesq の解では，対称性から， zσ , tσ , rσ , rzσ 以外の部分はゼロとなる． 
0=tzσ ， 0=trσ   
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極座標では，応力成分は，式 6-5～式 6-8 となる． 
  
( ) ( )( )νφνπσ 21cos222 2 −−−= R
Q







































R  6-8 
  
(2) フレーリッヒによる地盤内応力 





21cos   
で与えられる．たとえば，ν=0.3 でφ=83.2°となる．したがって，ν=0.5 以外では，地表面付近で引張り
応力となる．一方， 0=tσ より， 
φφ cos1
1cos +=   
だから， 5.0<ν の時， tσ は， °= 8.51φ 以上の地表付近では引張り応力となる． φσ は地表では 0 となる．
さらに，非圧縮の場合，つまり 5.0=ν では，σR 以外は 0 となり，応力は放射状に直線的に作用するこ
とになる． 
このように，Boussinesq の解では，地表付近で引張り応力が働き，実際と異なる結果となる．フレ





QfR  ( )3≥∗μ  6-9 
  
その他の応力成分は 0 と仮定する． 
f は荷重 Q の作用点を中心とする半径 R の半球に作用する鉛直方向力の釣合いから πμ 2∗=f となる．




図 6-5 半球状の微小な領域 70) 図 6-6 円柱座標系でのその他の応力成分 70) 
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したがって，ここに働く力の鉛直成分は， dsRφσcos となる．したがって，荷重 Q との力の釣合いより， 
  
∫∫ ∫== 20 220 sincoscos ππ θφφφσφσ ddRdsQ Rs R  
∫ ∗== −∗20 2sincos2 1π μ μπφφφπ QfdQf  
 
  















円柱座標系でのその他の応力成分は，図 6-6 のように座標をとると， zx ′−′ 座標系で zzR σσ ′= と対応
する． zzσ ， rrσ ， rzσ は zx − 座標系を考慮して求められる． 











z′ 方向を R 方向とし， ijσ ′ を zx ′−′ 系での応力テンソルとすると，回転した新しい座標系 zx − でのテ
ンソル ijσ は，次のように表される． ijQ を [ ]ijQ の成分とすると，式 6-13 が得られる． 
  
mjkmikij QQ σσ ′= ， [ ] [ ] [ ]TQQ σσ ′=  6-13
  



























式 6-9 より， ∗μ が大きいほど応力は作用点直下に集中するため， ∗μ は応力集中係数と呼ばれる．ν
と ∗μ の関係は， 
  
11 +=∗ νμ  6-17 
  
であり， 3=∗μ の時， 5.0=ν の時の Boussinesq の式に一致する． 





















(a) 現行の設計手法 (b) 提案の設計手法 
 














付き鋼管の先端から 1/3L 上がった位置とする． 
表 6-2 に各ケースの荷重作用点に伝達される荷重を示す．杭の周面摩擦力および先端支持力の設計
値は，第 3 章で提案した支持力算定式（式 2-7）を用いて算出した．各支持力を算出する際に用いた
土質定数は，5.2 の実大載荷試験のパラメータを参照し，砂質土の N 値を N=6，粘性土の一軸圧縮強
さを qu=46.1 kN/m2 とした．荷重作用点に伝達される荷重 P’は，載荷荷重 P から荷重作用点までの摩
擦力 F’を減じた値とした．荷重作用点までの摩擦力 F’は，周面摩擦力 F に荷重作用点までの距離 3.13 
m と全摩擦長 4.4 m の比 0.71 を乗じた値とした． 
 
表 6-2 荷重作用点に伝達される荷重 
杭長  載荷荷重  周面摩擦力 先端荷重  荷重作用点まで  
の周面摩擦力  
荷重作用点に  
伝達される荷重   
L(m) P(kN) F(kN) Pp(kN) F’(kN) P’(kN) 
Case-1 640 490 150 348 292 
Case-2 520 357 163 254 266 
Case-3 
5 




(2) 地盤内応力分布の近似を目的に応力集中係数を導入した Boussinesq の解の修正式の提案 
本提案では，地盤内応力分布の近似を目的に応力集中係数を導入した Boussinesq の解の修正式とし
て，フレーリッヒの修正解を参考とした式 6-18 を提案する．図 6-8 に説明図を示す．提案式で用い
る応力集中係数は，フレーリッヒの解の応力集中係数μ*と区別するため，μs*と示す．μs*は改良体先端
から粘性土までの距離 fL （ cf DL 3≥ ，Dc：改良径）の影響を考慮する係数とする． 
ここで，本提案で使用する応力集中係数μs*の使用目的が，フレーリッヒの修正解のμ*とは異なるこ
とに注意が必要である．フレーリッヒ 68)は，Boussinesq の解が地表付近で引張り応力が働き，実際の
地盤と異なる結果になるとして，修正解を提案した．Boussinesq の解の 5.0=ν の場合の解を用いて，



























ここに， Δσz’: ソイルセメント羽根付き鋼管杭の圧密沈下量を算出する際に用いる鉛直応力増分 
 P’: 荷重作用点に伝達される荷重(kN) 
 μs*: fL の影響を考慮する係数  
 Lf: 杭体先端から圧密層までの距離(m)， cf DL 3≥ とする．  











図 6-9 に粘性土の鉛直応力増分の解析値と設計値の分布を比較した図を示す．解析値は第 5 章の土
－水連成有限要素法により得られた 50 年後の鉛直応力増分の分布，設計値は，Boussinesq の解を用い
た現行の設計で用いている算出方法（第 2 章 2.5.3）によって得られた分布，提案値は，荷重作用点
に作用する荷重は摩擦力を考慮し，さらに地盤内応力分布の近似を目的に応力集中係数を導入した
Boussinesq の解の修正式 6-18 によって得られた分布である． 
提案値の算出の際に用いた応力集中係数μs*は，式 5-31 によって算出される鉛直応力増分の最大値
が，解析値の Case-3 の最大値と同等となるように，決定した．Case-3 とした理由は，図 5-31 に示す
ように，Case-3 は先端支持力が最も大きく，圧密層に伝達される鉛直応力増分も最も大きくなる地盤










図 6-10 に，Case-3 における Boussinesq の解を用いた設計値と提案値の各分布の比較を示す．図中
には，参考として，数値解析から求めた分布図も併せて示す．(a)は鉛直応力増分が 1 kN/m2 以上の 3
次元の分布を，(b)および(c)には応力の分布状況をより詳細に検証するため，x-z 断面（地盤鉛直方向）
の分布を示す．(b)は応力球根の圧線 1 kN/m2 および 4 kN/m2 に着目した分布，(c)は応力球根の圧線 10 
kN/m2 に着目した分布を示している． 
図 6-9 に対する検証を図 6-10 の(b)を用いて実施する．地盤水平方向の鉛直応力増分の分布では，
各ケースとも，杭中心からの距離がおよそ 3 m 離れた箇所から解析値を下回る結果となる傾向につい
て検証する．圧力球根の圧線 1 kN/m2 に着目する．解析値の 1 kN/m2 の圧線の影響は地盤の水平方向
へ広範囲に分布している．一方，提案値の 1 kN/m2 の圧線の影響は，深度 G.L.-8.7 m で杭中心から 4.5 
m 程度である．この圧線を改良径 Dc で正規化すると，改良体外縁部から 6.5Dc であり，解析値に比べ
て，影響の範囲は小さいことが確認できる．次に，図 6-10 の(b)において，地盤鉛直方向の分布にお
いて，およそ深度 11 m 以深から，提案値が解析値を下回る結果となる傾向について分布図を用いて検
証する．圧力球根の圧線 10 kN/m2 に着目する．解析値の 10 kN/m2 の圧線の影響は 13 m 程度まで及ん
でいる．この圧線を改良径 Dc で正規化すると，杭先端から深度方向に 8.5Dc である．一方，フレーリ





























































































































図 6-9 粘性土の鉛直応力増分の解析値と設計値の分布 
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(c) 応力球根の圧線 10 kN/m2 に着目した x-z 断面（地盤鉛直方向）の分布 
 
図 6-10 鉛直応力増分の解析値と設計値の分布 
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着目して，各分布図の応力伝播状況の比較を実施する．解析値の 10 kN/m2 の圧線の影響は，深度
G.L.-8.9 m までしか及んでない．改良径 Dc で正規化すると，深度方向に 2.6Dc である．一方，Boussinesq
の解を用いた設計値の 10 kN/m2 の圧線の影響は，深度 G.L.-10.5 m まで及んでいる．これを改良径 Dc
で正規化すると，深度方向に 5.0Dc であり，解析値の圧線が深度方向に 2.6Dc であるのに対して，およ
そ 2 倍，深度方向に影響を及ぼしている．一方，提案値の 10 kN/m2 の圧線の影響は，応力集中係数の





の比較では，設計値は Case-1 が 73.4 mm，Case-2 が 63.5 mm，Case-3 が 56.7 mm，一方，解析値は Case-1
が 38.0 mm，Case-2 が 33.8 mm，Case-3 が 32.4 mm となり，提案手法で鉛直応力増分を求め算出した
沈下量は，Case-1 が設計値の 52 %，Case-2 が設計値の 53 %，Case-3 が設計値の 57 %となった．一方，
提案値と解析値の比較では，Case-1 の解析値が提案値の 17 %，Case-2 が提案値の 27 %，Case-3 が提
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本章では，第 4 章および第 5 章で検証した結果をもとに，杭体の仕様の簡略化および地中応力増分
の算定手法に関する設計手法の提案を行った．提案内容は以下の通りである． 
a) 杭体の仕様の簡略化では，羽根付き鋼管の鋼材の削減を目的として，羽根付き鋼管杭の羽根の取付
け間隔を標準仕様である 2 m から 3 m に広げ，羽根枚数を減らした仕様を提案した．例えば標準








































3) 13 現場 20 例の鉛直載荷試験結果をもとに，支持力評価のための検証を行った結果，周面摩
擦力度および先端支持力度と各土質の地盤定数との間に関係が認められた．これらの関係に




















6) ソイルセメントの一軸圧縮強さ qu が，初期剛性に与える影響を検討した結果，フラット羽根
およびらせん状羽根を有する試験体は qu が大きくなればなるほど，初期剛性も向上するが，




8) 検証する領域を杭体の全体に拡張し，実物大スケールの模型実験を想定した 3 次元弾性有限
要素解析を実施した．結果，各羽根を等間隔に設置し，杭体への拘束条件が等しい場合には，




10) 羽根間隔が杭体の支持力性能に与える影響を検討した結果，羽根間隔 Lw が小さくなり，羽根
枚数が多くなれば，杭体の初期剛性は高くなり，一体性が向上する．羽根間隔 Lw=3.0 m の杭
体の一体性は，Lw=2.0 m と比較して，大きな低下は見られなかった． 
 
 さらに，杭体と周辺地盤の相互作用の検証（第 5 章）から得られた知見は以下の通りである．なお，




11) 杭体モデルの断面形状は，第 4 章で用いた円形断面を矩形断面として表現しても，杭体単体
の初期剛性や軸力分布に与える影響は小さいことが分かった． 




いて，羽根間隔を標準仕様である Lw = 2.0 m から Lw = 3.0 m に広げることが，支持力性能や周辺地盤
に与える影響を検証した．得られた知見は以下の通りである． 
 







ケースの 2 層地盤を対象とした検証から得られたものである． 
 
15) 3 ケースの 2 層地盤で比較した結果，杭体の先端支持力が大きくなるほど，圧密層に伝達さ
れる鉛直応力増分も大きくなる．また，杭体周辺の砂質地盤の層厚が厚いほど，水平方向の
より広い範囲に地中応力増分が伝達されることが確認できた． 
16) 鉛直応力増分の時刻暦の推移を検証した結果，杭体下の圧密層に発生する 50 年後の鉛直応力
増分は，載荷終了時に比べて小さくなることが確認できた．  
17) 解析値と設計値の比較の結果，解析で求めた載荷終了時の最大鉛直応力増分は，設計値の
54 %以下となり，各ケースとも設計値を下回った．さらに，解析で得られた 50 年後の沈下





最後に，第 4 章および第 5 章で検証した結果をもとに，杭体の仕様の簡略化および地中応力の算定




19) 羽根付き鋼管杭の羽根の取付け間隔を標準仕様である 2 m から 3 m に広げ，羽根枚数を減ら
した仕様を提案した．例えば標準的な杭長である 6 m の場合，羽根間隔を 2 m から 3 m に広





20) 設計提案の対象とする地盤は，砂質土と粘性土の 2 層地盤で，杭先端は砂質土で支持させ，



















2) 第 4 章では，杭体のみを対象とした模型実験とその数値解析を実施し，中間羽根の各羽根が分
担する荷重の割合を明らかにした．今後は，実物大の原位置載荷試験の実施のうえ，羽根の分
担荷重を検証し，本研究で得られた知見を確認したい．  
3) 第 4 章および第 5 章での検証の結果，羽根間隔が 2 m と 3 m の各ケースの支持力性能は同等で
あることが確認できた.今後は，実物大の原位置載荷試験において各ケースの支持力性能を比
較し，本研究で得られた知見の妥当性を検証したい． 
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いただきました．Tran Van Tuan 氏（現 チュラロンコン大学博士課程），今広人氏，角田敏光氏（現 











㈱テノックス技術・開発部課長溝口栄二郎氏には，第 3 章および第 4 章をまとめるにあたり，貴重
な御助言をいただきました．ここに厚く御礼申し上げます． 
 
旭化成建材㈱代表取締役社長小林宏史氏，取締役舩木正文氏には，京都大学大学院工学研究科博士
後期課程への編入学を御快諾いただくと同時に，本研究の推移を温かく見守っていただきました．企
画管理部グループ長片山俊之氏には，社会人博士課程での研究に際し様々な御協力をいただきました． 
ATT コラム営業部部長安藤智彦氏には，折に触れて励ましの御言葉をいただきました．商品開発部部
長前嶋 匡氏には，筆者と同様，工学博士を目指されておられる上司として，御指導ならびに暖かい
御助言をいただきました．イーゼット営業部マネジャー梅田雅芳氏，商品開発部マネジャー塚田義明
氏，ATT コラム営業部マネジャー小川和也氏には，貴重な御助言と温かい御言葉をいただきました．
ここに心より深く感謝致します． 
 
  
さらに，著者が所属している旭化成建材㈱中日本基礎営業部の方々には大変お世話になりました． 
株式会社サントレーディング代表取締役社長園田勝之助氏（当時 中日本基礎営業部部長）には，
編入学の願いを二つ返事で御了承いただき，折に触れて激励の御言葉をいただきました．中日本基礎
営業部部長下市敬治氏には，公私共に大変お世話になりました．業務上の御配慮には深く感謝してお
ります．ATT コラム営業部マネジャー浦田和也氏（当時 中日本基礎営業部マネジャー）には，実務
をしながらの研究活動に際し，直属の上司として実務上のフォローの面で多大なる御支援と御配慮を
いただきました．中日本基礎営業部マネジャー小宅正躬氏，大本光孝氏には，終始励ましの御言葉と
御支援をいただきました．松本明子氏には，実務的な面で全面的にバックアップしていただきました．
ここに心より深く感謝致します． 
 
以上に御名前を挙げた方々以外にも数多くの方々から御指導，御鞭撻，御協力をいただきました．
これらのご支援なくしては，本研究を遂行することはできませんでした．ここに心よりの感謝の意を
表します．誠にありがとうございました． 
 
 最後に私事になりますが，研究生活を日常的に支えてくれた妻・知津と笑顔で励ましてくれた長女・
美宇に心より感謝致します． 
 
